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　（バイブロハンマ工・油圧圧入引抜工） ���  239
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⑤ 仮締切工 ���  422
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① 配管・配線工 ���  941
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⑩ 通信線柱設置工 ���  964

⑪ 避雷設備工 ���  965

⑫ 接地設置工 ���  966

⑬ 耐震施工（あと施工アンカーボルト引張試験） ��� 967

⑭ 輸送工 ���  968

第 ４編　作業日当り標準作業量 ���  969

第 ５ 編　施工パッケージ型積算基準 ���  995
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2 　章　土　　工 �� � 997
① 土量変化率等 ���  997

② 土工 ���  1001

③ 土工（ＩＣＴ） ���  1031

④ 床掘工 �� � 1038

⑤ 床掘工（ＩＣＴ） ���  1046

⑥ 埋戻工 ���  1048

⑦ 人力運搬工 ���  1051
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⑦ 場所打擁壁工（２） ���  1141

⑧ プレキャスト擁壁工 ���  1143

⑨ 補強土壁工
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　 ジオテキスタイル補強土壁） ���  1146

⑩ 補強盛土工 ���  1154

⑫ 排水構造物工 ���  1161

⑬ 排水構造物工（現場打ち水路（本体）） ���  1188

⑭ 排水構造物工
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② 請負工事の工事費構成 

１．工事費の基本構成 

１－１ 請負工事費の構成は，次のとおりとする。 

(１) 一般土木 

 

 

 

 

 

 

(２) 鋼橋製作 

(イ) 工場製作 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 架設工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 一括請負の場合 

工場製作から現場架設まで，一括請負とする場合には次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

間接工事費 
請負工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

工事原価 

一般管理費等 

直接工事費 

共通仮設費 

現場管理費 

純工事費 

間接工事費 請負工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

工場製作原価 

一般管理費等 

直接工事費 

間接労務費 

工場管理費 

材 料 費 

製 作 費 

工場塗装費 純工事費 

純工事費 

間接工事費 
請負工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

架設工事原価 

一般管理費等 

直接工事費 

共通仮設費 

現場管理費 

現場塗装費 

床版工事費 

 

 

架 設 費 

輸 送 費 

請負工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

工場製作原価 

一般管理費等 

架設工事原価 

４．「土木工事工事費積算要領及び基準の運用」の改定について 
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(３) 維持工事（複数年度の国債工事） 

工種区分が道路維持工事又は河川維持工事のうち，管理を目的とした維持的工事を複数年度に渡って工

期を設定し，発注する場合は，次のとおり年度毎に工事内容を分けて積算するものとする。（２カ年国債

の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 請負工事費の費目は，次の各号に掲げるものとする。 

(１) 直接工事費 

直接工事費は，箇所又は工事種類により各工事部門を工種，種別，細別及び名称に区分し，それぞれの

区分毎に材料費，労務費及び直接経費の３要素について積算するものとし，「第２章 工事費の積算」の

「①直接工事費」による。 

 

(２) 間接工事費 

間接工事費は，各工事部門共通の前号以外の工事費及び経費であり，共通仮設費及び現場管理費に分類

し，それぞれの構成する費目について積算するものとする。 

イ)  共通仮設費は，工事施工にあたって，工事目的物の施工に間接的に係る費用とし，「第２章 工事費

の積算」の「②間接工事費」の「２．共通仮設費」による。 

ロ)  現場管理費は，工事施工にあたって，工事を管理するために必要な共通仮設費以外の経費とし，「第

２章 工事費の積算」の「②間接工事費」の「３．現場管理費」による。 

 

(３) 一般管理費等 

一般管理費等は，工事施工にあたる企業の継続運営に必要な費用をいい，一般管理費を構成する各費目

及び付加利益について積算するものとし，「第３章 一般管理費等及び消費税等相当額」の「①一般管理

費等」による。 

 

(４) 消費税等相当額 

消費税等相当額は，消費税及び地方消費税相当分を積算するものとし，「第３章 一般管理費等及び消

費税等相当額」の「②消費税等相当額」による。 

 

  

間接工事費 

請負工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

工事原価 

一般管理費等 

直接工事費 

共通仮設費 

現場管理費 

純工事費 

間接工事費 
工事価格 

工事原価 

一般管理費等 

直接工事費 

共通仮設費 

現場管理費 

純工事費 

（令和○年度） 

（令和□年度） 

消費税等相当額 
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② 請負工事の工事費構成 

１．工事費の基本構成 

１－１ 請負工事費の構成は，次のとおりとする。 

(１) 一般土木 

 

 

 

 

 

 

(２) 鋼橋製作 

(イ) 工場製作 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ロ) 架設工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ハ) 一括請負の場合 

工場製作から現場架設まで，一括請負とする場合には次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

間接工事費 
請負工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

工事原価 

一般管理費等 

直接工事費 

共通仮設費 

現場管理費 

純工事費 

間接工事費 請負工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

工場製作原価 

一般管理費等 

直接工事費 

間接労務費 

工場管理費 

材 料 費 

製 作 費 

工場塗装費 純工事費 

純工事費 

間接工事費 
請負工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

架設工事原価 

一般管理費等 

直接工事費 

共通仮設費 

現場管理費 

現場塗装費 

床版工事費 

 

 

架 設 費 

輸 送 費 

請負工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

工場製作原価 

一般管理費等 

架設工事原価 
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(３) 維持工事（複数年度の国債工事） 

工種区分が道路維持工事又は河川維持工事のうち，管理を目的とした維持的工事を複数年度に渡って工

期を設定し，発注する場合は，次のとおり年度毎に工事内容を分けて積算するものとする。（２カ年国債

の例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 請負工事費の費目は，次の各号に掲げるものとする。 

(１) 直接工事費 

直接工事費は，箇所又は工事種類により各工事部門を工種，種別，細別及び名称に区分し，それぞれの

区分毎に材料費，労務費及び直接経費の３要素について積算するものとし，「第２章 工事費の積算」の

「①直接工事費」による。 

 

(２) 間接工事費 

間接工事費は，各工事部門共通の前号以外の工事費及び経費であり，共通仮設費及び現場管理費に分類

し，それぞれの構成する費目について積算するものとする。 

イ)  共通仮設費は，工事施工にあたって，工事目的物の施工に間接的に係る費用とし，「第２章 工事費

の積算」の「②間接工事費」の「２．共通仮設費」による。 

ロ)  現場管理費は，工事施工にあたって，工事を管理するために必要な共通仮設費以外の経費とし，「第

２章 工事費の積算」の「②間接工事費」の「３．現場管理費」による。 

 

(３) 一般管理費等 

一般管理費等は，工事施工にあたる企業の継続運営に必要な費用をいい，一般管理費を構成する各費目

及び付加利益について積算するものとし，「第３章 一般管理費等及び消費税等相当額」の「①一般管理

費等」による。 

 

(４) 消費税等相当額 

消費税等相当額は，消費税及び地方消費税相当分を積算するものとし，「第３章 一般管理費等及び消

費税等相当額」の「②消費税等相当額」による。 

 

  

間接工事費 

請負工事費 

工事価格 

消費税等相当額 

工事原価 

一般管理費等 

直接工事費 

共通仮設費 

現場管理費 

純工事費 

間接工事費 
工事価格 

工事原価 

一般管理費等 

直接工事費 

共通仮設費 

現場管理費 

純工事費 

（令和○年度） 

（令和□年度） 

消費税等相当額 
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国 官 技 第  336号の２ 
平成 29 年 ３ 月 28 日 

 

内閣府 

沖縄総合事務局 開発建設部長 あて 

 

国土交通省大臣官房技術調査課長 

 

週休２日の推進に向けた適切な工期設定について 

 

 標記について，別添のとおり各地方整備局等あて通知したので，貴局におかれても準拠されたい。 

 

19．「直轄土木工事における適正な工期設定指針」の一部改定について 
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19．「直轄土木工事における適正な工期設定指針」の一部改定 
について 

 
 
 

国 技 建 管 第 1 5号 

令和５年３月17日  

 

各地方整備局 技術調整管理官 

北海道開発局 技術管理企画官 

 

大臣官房技術調査課建設システム管理企画室長 

 

「直轄土木工事における適正な工期設定指針」の一部改定について 

 

直轄土木工事における適正な工期設定指針については，令和４年３月31日付け国技建管第24号により通知している

ところであるが，更なる適正な工期設定の取組を推進するため，別紙のとおり改定したので通知する。 

 

附  則 

 本通知は，令和５年４月１日以降に入札手続きを行う工事から適用する。 

 なお，「直轄土木工事における適正な工期設定指針について」（令和４年３月 31 日付け国技建管第 24 号）は，令和

５年３月 31 日をもって廃止する。ただし，令和５年３月 31 日までに入札手続きを行う工事については，旧通知によ

る。 

 
 
 
 

国技建管第15号の２ 

令和５年３月17日  

 

沖縄総合事務局 技術企画官 あて 

 

大臣官房技術調査課建設システム管理企画室長 

 

「直轄土木工事における適正な工期設定指針」の一部改定について 

 

標記について，別添のとおり各地方整備局等あて通知したので，貴局におかれても準拠されたい。 

 

 

  

あて 
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② 準備期間 

 準備期間は，主たる工種区分ごとに下表に示す期間を最低限必要な日数とし，工事規模や地域の状況，重

建設機械の組立及び輸送等に応じて設定するものとする。 

工種 準備期間 工種 準備期間 

河川工事 40日 共同溝等工事 80日 

河川・道路構造物工事 40日 トンネル工事 80日 

海岸工事 40日 砂防・地すべり等工事 30日 

道路改良工事 40日 道路維持工事※1 50日 

鋼橋架設工事 90日 河川維持工事※1 30日 

PC橋工事 70日 電線共同溝工事 90日 

橋梁保全工事 60日 ダム工事※2 90日 

舗装工事（新設） 50日 その他 30日 

舗装工事（修繕） 60日  

※1 通年維持工事は除く 

※2 ダム本体工事を含む工事に限る 

 

③ 施工に必要な実日数 

 施工に必要な実日数は，毎年度設定される「作業日当り標準作業量について」に示す歩掛の作業日当り標

準作業量から当該工事の数量を施工するのに必要な日数を算出するものとする。 

 その際，パーティ数は基本１パーティで設定することとし，施工箇所が点在する工事においても，箇所ご

との施工体制ではなく，１パーティによる施工を前提とした工期設定とする。 

 ただし，工事全体の施工の効率性や完成時期などの外的要因も考慮のうえ，パーティ数を変更して良いも

のとする。 

 なお，工事を行う地域により作業の制限・制約を受ける場合には，その条件を考慮した作業日当り作業量

から当該工事の数量を施工するために必要な日数を算出するものとする。 

 

＜作業制限・制約の例＞ 

・鉄道近接，航空制限などの立地に係る制約条件 

・車両の山積制限や搬出入時間の制限 

・道路の荷重制限 

・スクールゾーンにおける搬入出時間の制限 

・搬入路・搬入口・搬入時間の制限によって，工程・工期の見直しが必要となる場合に要する時間 

・周辺への振動，騒音，粉塵，臭気，工事車両の通行量等に配慮した作業や搬出入時間の制限 

 （例）オフィス街での作業抑制，住宅地域での夜間作業制約，工事敷地におけるタワークレーンの稼働範

囲及び稼働時間の制限 

・荷揚げ設備による制約（クレーン，エレベーター，リフト，構台等） 
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④ 不稼働日数 

 不稼働日数は，「休日」，「天候等による作業不能日」，「その他の作業不能日」の合計の日数を設定す

るものとする。 

 

ⅰ休日及びⅱ天候等による作業不能日 

 「休日」及び「天候等による作業不能日」は，工事ごとに個別に積み上げるのではなく，地域ごとの雨休

率をもとに設定して良いものとする。 

 

＜雨休率の設定方法＞ 

 「休日」は全国共通で，行政機関の休日に関する法律に定める行政機関の休日（年末年始休暇（６日）を

含む）及び夏季休暇（３日）とするものとする。これは，労働基準法の時間外労働規制の適用を踏まえ，月

単位での４週８休を確保することを前提として設定するものである。なお，ここで「行政機関の休日に関す

る法律に定める行政機関の休日」は，あくまで工期を算出するために設定しているものであるため，各工事

の施工計画等における休日は，受注者の法定休日や所定休日を基に定めることになる。 

 ただし，社会的要請・自然的制約により施工を急ぐ必要がある工事等については，必要な経費を計上した

うえで，現場閉所を行わなくても技術者及び技能労働者が交替しながら４週８休以上の休日を確保すること

などにより，時間外労働規制を守れるよう留意する。 

 「天候等による作業不能日」は，①１日の降雨・降雪量が10㎜/日以上の日，②８時から17時までのWBGT

値が31以上の時間を足し合わせた日数（少数第１位を四捨五入（整数止め）し，日数換算した日数）とし，

過去５か年の気象庁及び環境省のデータより地域ごとの年間の平均発生日数を算出することを基本とする。

このほか，暴風等の気象における地域の実情を考慮しても良い。また，工種や施工時期（季節）に応じて設

定しても良い。 

 これらに基づき，「休日」と「天候等による作業不能日」を考慮した雨休率を設定する。ただし，雨休率

を設定する際は，「休日」と「天候等による作業不能日」を重複して設定しないよう注意する。 

例：令和３年度の東京における気象データから算出した雨休率：0.77 

 

ⅲその他の作業不能日 

 「その他の作業不能日」は，工事ごとに次のことを考慮するものとする。 

ア）工事の性格の考慮 

 工事を行うにあたっては，その工事特有の条件があるが，その条件によっては，その条件を考慮した工期

設定を行う必要があり，その条件に伴う日数を必要に応じて加算するものとする。 

 

イ）地域の実情の考慮 

 工事を行う地域によっては，何らかの理由（例：出水期，積雪期，地域の祭りなど）により施工できない

期間や規制による作業量の低下等がある場合は，それに伴う日数を必要に応じて加算するものとする。 

 

＜地域の実情に応じた作業制限の例＞ 

・河川の出水期における作業制限 

・寒冷・多雪地域における冬期休止期間 

・地元の催事等に合わせた特別休暇・不稼働日 

・駅伝やお祭り等，交通規制が行われる時期 

・農業用水等の落水時期 

・海，河川魚類等の産卵時期・期間 

・猛禽類や絶滅危惧種など生息動植物への配慮 

・夜間作業を伴う工事における騒音規制等への対応と労務確保 

 

ウ）その他 

 上記ア），イ）以外の事情がある場合は，適切に見込むものとする。 
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② 準備期間 

 準備期間は，主たる工種区分ごとに下表に示す期間を最低限必要な日数とし，工事規模や地域の状況，重

建設機械の組立及び輸送等に応じて設定するものとする。 

工種 準備期間 工種 準備期間 

河川工事 40日 共同溝等工事 80日 

河川・道路構造物工事 40日 トンネル工事 80日 

海岸工事 40日 砂防・地すべり等工事 30日 

道路改良工事 40日 道路維持工事※1 50日 

鋼橋架設工事 90日 河川維持工事※1 30日 

PC橋工事 70日 電線共同溝工事 90日 

橋梁保全工事 60日 ダム工事※2 90日 

舗装工事（新設） 50日 その他 30日 

舗装工事（修繕） 60日  

※1 通年維持工事は除く 

※2 ダム本体工事を含む工事に限る 

 

③ 施工に必要な実日数 

 施工に必要な実日数は，毎年度設定される「作業日当り標準作業量について」に示す歩掛の作業日当り標

準作業量から当該工事の数量を施工するのに必要な日数を算出するものとする。 

 その際，パーティ数は基本１パーティで設定することとし，施工箇所が点在する工事においても，箇所ご

との施工体制ではなく，１パーティによる施工を前提とした工期設定とする。 

 ただし，工事全体の施工の効率性や完成時期などの外的要因も考慮のうえ，パーティ数を変更して良いも

のとする。 

 なお，工事を行う地域により作業の制限・制約を受ける場合には，その条件を考慮した作業日当り作業量

から当該工事の数量を施工するために必要な日数を算出するものとする。 

 

＜作業制限・制約の例＞ 

・鉄道近接，航空制限などの立地に係る制約条件 

・車両の山積制限や搬出入時間の制限 

・道路の荷重制限 

・スクールゾーンにおける搬入出時間の制限 

・搬入路・搬入口・搬入時間の制限によって，工程・工期の見直しが必要となる場合に要する時間 

・周辺への振動，騒音，粉塵，臭気，工事車両の通行量等に配慮した作業や搬出入時間の制限 

 （例）オフィス街での作業抑制，住宅地域での夜間作業制約，工事敷地におけるタワークレーンの稼働範

囲及び稼働時間の制限 

・荷揚げ設備による制約（クレーン，エレベーター，リフト，構台等） 
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④ 不稼働日数 

 不稼働日数は，「休日」，「天候等による作業不能日」，「その他の作業不能日」の合計の日数を設定す

るものとする。 

 

ⅰ休日及びⅱ天候等による作業不能日 

 「休日」及び「天候等による作業不能日」は，工事ごとに個別に積み上げるのではなく，地域ごとの雨休

率をもとに設定して良いものとする。 

 

＜雨休率の設定方法＞ 

 「休日」は全国共通で，行政機関の休日に関する法律に定める行政機関の休日（年末年始休暇（６日）を

含む）及び夏季休暇（３日）とするものとする。これは，労働基準法の時間外労働規制の適用を踏まえ，月

単位での４週８休を確保することを前提として設定するものである。なお，ここで「行政機関の休日に関す

る法律に定める行政機関の休日」は，あくまで工期を算出するために設定しているものであるため，各工事

の施工計画等における休日は，受注者の法定休日や所定休日を基に定めることになる。 

 ただし，社会的要請・自然的制約により施工を急ぐ必要がある工事等については，必要な経費を計上した

うえで，現場閉所を行わなくても技術者及び技能労働者が交替しながら４週８休以上の休日を確保すること

などにより，時間外労働規制を守れるよう留意する。 

 「天候等による作業不能日」は，①１日の降雨・降雪量が10㎜/日以上の日，②８時から17時までのWBGT

値が31以上の時間を足し合わせた日数（少数第１位を四捨五入（整数止め）し，日数換算した日数）とし，

過去５か年の気象庁及び環境省のデータより地域ごとの年間の平均発生日数を算出することを基本とする。

このほか，暴風等の気象における地域の実情を考慮しても良い。また，工種や施工時期（季節）に応じて設

定しても良い。 

 これらに基づき，「休日」と「天候等による作業不能日」を考慮した雨休率を設定する。ただし，雨休率

を設定する際は，「休日」と「天候等による作業不能日」を重複して設定しないよう注意する。 

例：令和３年度の東京における気象データから算出した雨休率：0.77 

 

ⅲその他の作業不能日 

 「その他の作業不能日」は，工事ごとに次のことを考慮するものとする。 

ア）工事の性格の考慮 

 工事を行うにあたっては，その工事特有の条件があるが，その条件によっては，その条件を考慮した工期

設定を行う必要があり，その条件に伴う日数を必要に応じて加算するものとする。 

 

イ）地域の実情の考慮 

 工事を行う地域によっては，何らかの理由（例：出水期，積雪期，地域の祭りなど）により施工できない

期間や規制による作業量の低下等がある場合は，それに伴う日数を必要に応じて加算するものとする。 

 

＜地域の実情に応じた作業制限の例＞ 

・河川の出水期における作業制限 

・寒冷・多雪地域における冬期休止期間 

・地元の催事等に合わせた特別休暇・不稼働日 

・駅伝やお祭り等，交通規制が行われる時期 

・農業用水等の落水時期 

・海，河川魚類等の産卵時期・期間 

・猛禽類や絶滅危惧種など生息動植物への配慮 

・夜間作業を伴う工事における騒音規制等への対応と労務確保 

 

ウ）その他 

 上記ア），イ）以外の事情がある場合は，適切に見込むものとする。 
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⑤ 後片付け期間 

 後片付け期間は，工種区分ごとに大きな差が見受けられないことから，20日を最低限必要な日数とし，工

事規模や地域の状況，重建設機械の分解・片付け等に応じて設定するものとする。また，必要に応じて，検

査に要する各種電子データの作成に要する期間を反映する。 

 

2) 「工期設定支援システム」の活用 

 原則として「工期設定支援システム1」を活用して工期を設定するとともに，設定した工期の妥当性を確認

するものとする。過去の同種・類似工事の工期と比べて，10％以上乖離している場合は，特に注意し，必要

に応じて工期を見直す。ただし，土木工事においては，その地域や箇所の特性等から工種や工事金額規模が

同じであっても，必ずしも必要な工期が同じになるとは限らないことに注意するものとする。 

 なお，工期設定支援システムが活用できない場合には，別紙「工種区分の直轄工事費と実工期の相関分布」

を参考にして工期の妥当性を確認して良いものとする。 

 

3) 工期設定の条件明示等 

 4.（1）1）の各項目をもとに工期設定に係る条件を設計図書に明示するものとする。 

【特記仕様書の記載例】 

第○条 工期 

＜余裕期間制度（発注者指定方式）に関する記載例＞ 

 本工事は，受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため，事前に建設資材，労働者確保等の準備を行

うことができる余裕期間を設定した工事である。 

 余裕期間内は，主任技術者又は監理技術者を配置することを要しない。また，現場に搬入しない資材等

の準備を行うことができるが，資材の搬入，仮設物の設置，現地作業を含む調査や測量等，工事の着手を

行ってはならない。なお，余裕期間内に行う準備は受注者の責により行うものとする。 

 工期：令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

 （余裕期間：契約締結日の翌日から令和○年○月○日まで） 

 ※契約締結後において，余裕期間内に受注者の準備が整った場合は，監督職員と協議の上，工期に係る

契約を変更することにより，工事に着手することができるものとする。 

 なお，低入札価格調査等により，上記の工事の始期以降に契約締結となった場合には，余裕期間は適用

しない。 

 

＜余裕期間制度（任意着手方式）に関する記載例＞ 

 本工事は，受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため，事前に建設資材，労働者確保等の準備を行

うことができる余裕期間を設定した工事であり，発注者が示した工事着手期限までの間で，受注者は工事

の始期を任意に設定することができる。なお，受注者は契約を締結するまでの間に，別記様式○により，

工事の始期を通知すること。 

 余裕期間内は，主任技術者又は監理技術者を配置することを要しない。また，現場に搬入しない資材等

の準備を行うことができるが，資材の搬入，仮設物の設置等，工事の着手を行ってはならない。なお，余

裕期間内に行う準備は受注者の責により行うものとする。 

 工期：工事の始期から○○日間 

 （ただし令和○年○月○日（工事着手期限）までに工事を開始すること） 

 ※契約締結後において，工事の始期の変更が生じた場合は，監督職員と協議の上，工期に係る契約を変

更することにより，工事に着手することができるものとする。 

 なお，低入札価格調査等により，上記の工事着手期限以降に契約締結となった場合には，余裕期間を設

定することはできず，工事着手期限から●●日間で工事を完了させること。 

 

                                 
1 http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000041.html 

本システムにおいては，本指針に示す「全体工期に含むべき日数・期間」が考慮されているほか，過去の同種・類似

工事の工期との比較機能により，工期の妥当性を確認することができるため，適正な工期設定を図ることができる。 
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＜余裕期間制度（フレックス方式）に関する記載例＞ 

 本工事は，受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため，事前に建設資材，労働者確保等の準備を行

うことができる余裕期間と実工事期間を合わせた全体工期を設定した工事（フレックス方式）であり，発

注者が示した工事完了期限までの間で，受注者は工事の始期及び終期を任意に設定できる。なお，受注者

は契約を締結するまでの間に，別記様式○により，工事の始期及び終期を通知すること。 

 工事の始期までの余裕期間内は，主任技術者又は監理技術者を配置することを要しない。また，現場に

搬入しない資材等の準備を行うことができるが，資材の搬入，仮設物の設置等，工事の着手を行ってはな

らない。なお，余裕期間内に行う準備は受注者の責により行うものとする。 

 全体工期：契約締結日の翌日から令和○年○月○日（工事完了期限）まで 

 ※工事完了期限内における工期の変更については，受注者から変更理由が記載された書面による工期変

更協議により変更可能とする 

 

＜共通の記載例＞ 

１．工期は，雨天，休日等○○日間を見込み，契約の翌日から令和○年○月○日までとする。 

  なお，休日には，日曜日，祝日，年末年始及び夏季休暇の他，作業期間内の全ての土曜日を含んでい

る。 

  工期には，施工に必要な実働日数以外に以下の事項を見込んでいる。 

準備期間 ○日間 

後片付け期間 ○日間 

雨休率 
※休日と天候等による作業不能日を見込むための係数 

 雨休率＝（休日数 ＋天候等による作業不能日）／実働日数 

○.○ 

その他の作業不能日（○○のため） （Rx.x.x～Rx.x.x） ○日間 

天候等による作業不能日は以下を見込んでいる。 

 イ）１日の降雨・降雪量が10㎜/日以上の日：○日間 

 ロ）８時から17時までのWBGT値が31以上の時間を足し合わせた日数：○日間 

    （少数第１位を四捨五入（整数止め）し，日数換算した日数） 

  過去５か年（20xx年～20xx年）の気象庁（○○観測所）及び環境省（○○地点）のデータより年間

の平均発生日数を算出 

※フレックス方式の場合は，発注者側が見込んでいる「余裕期間○日間」の記載を追加すること。 

※他の公共発注者と連携し特定の日に一斉閉所の取組を行う場合や，現場閉所を行わず技術者及び技能

労働者が交替しながら４週８休以上の休日を確保する場合などは，その前提条件を記載すること。 

※このほかに特別に見込んでいる日数や特別に工期に影響のある事項があれば記載する。 

※供用時期等が決まっていることにより，工事の完了時期が決まっている場合は，当該条件を記載する

こと。（例：当該箇所はRx.x.xに供用を予定している箇所である。） 

 

２．著しい悪天候や気象状況より「天候等による作業不能日」が工程（官積算）で見込んでいる日数か

ら著しく乖離し，かつ，作業を休止せざるを得なかった場合には，受注者は発注者へ工期の延長変更

を協議することができる。 

 

 また，条件明示の一環として，概略工程表等を入札公告時の参考資料として公表する2。なお，災害その他，

避けることができない事由により労働基準法33条の規定に基づき労働時間の延長を前提とする工事等につい

ては，前提条件を明示したうえで，可能な範囲で概略工程表等の公表に努める。 

 

  

                                 
2概略工程表のほか，工期に関する条件明示に資する資料についても公表を検討する（条件チェックシート等）。 
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② 原動機燃料消費量 
 

 

１． 適 用 範 囲 

  本資料は，建設工事に使用する建設機械等の燃料消費量の算出に適用する。 

 

２． 燃 料 消 費 量 

 ２－１ 燃料消費量の算定 

    燃料消費量の算定は，「請負工事機械経費積算要領」による建設機械等損料算定表の種類，規格の機関出力

と次に示す時間当り燃料消費率を乗じて求める。 

     時間当り燃料消費量＝機関出力×時間当り燃料消費率 

（注）１．時間当り燃料消費量の数値は，有効数字の第３位を四捨五入し，有効数字２桁とする。 

２．走行用エンジン及び作業用エンジンの双方を有する機械は，双方のエンジン出力を合計した機

関出力とする。 

３．ディーゼルパイルハンマの燃料消費率は，単位が（ℓ/h-t）（ｔ：ラム質量）なので，機関出力

に替えてラム質量を乗ずる。 

 

 ２－２ 時間当り燃料消費率 

    時間当り燃料消費率（日常保守点検等に必要な油脂類及び消耗品等を含む）は，次表を標準とする。 

表２．１ 運転１時間当り燃料消費率 

No. 機 械 名 規 格 燃 料 消 費 率 
(ℓ/kW-h) 摘 要 

1 ブ ル ド ー ザ  

0.144 

 

2 リッパ装置付ブルドーザ   

3 小 型 バ ッ ク ホ ウ   

4 バ ッ ク ホ ウ   

5 ク ラ ム シ ェ ル   

6 
ク ロ ー ラ ロ ー ダ 
（トラクタショベル） 

  

7 
ホ イ ー ル ロ ー ダ 
（トラクタショベル） 

  

8 
バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

ディーゼル／電気 
ハイブリッド型 

0.124  

9 
ダ ン プ ト ラ ッ ク 

オフロード・ 
（建設専用） 

0.088 15t以上 

10 オンロード 

0.040 

 

11 ト ラ ッ ク  
クレーン装置付を含
む 

12 ト レ ー ラ  0.075  

13 不 整 地 運 搬 車 クローラ型 0.114  

14 ク ロ ー ラ ク レ ー ン  0.076  

15 ト ラ ッ ク ク レ ー ン 
ラチスジブ型・
油圧伸縮ジブ型 

0.045 
オールテレーンク
レーンを含む 

16 ラフテレーンクレーン  0.075  

 

（１･②･１）

（つづく） 
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No. 機 械 名 規 格 燃 料 消 費 率 
(ℓ/kW-h) 摘 要 

17 ディーゼルパイルハンマ  7.648 ℓ/h-t tはラム質量 

18 バ イ ブ ロ ハ ン マ 

電動式 E 0.305 kWh/kW  

油圧式・ 
可変式 0.262  

19 杭打機（ベースマシン）  0.088  

20 
杭 打 ち 用 
ウ ォ ー タ ジ ェ ッ ト 

 0.192  

21 油 圧 ハ ン マ  0.181  

22 油 圧 式 杭 圧 入 引 抜 機  0.123  

23 ア ー ス オ ー ガ 中 掘 式  0.088 ベースマシン 

24 クローラ式アースオーガ  

E 0.436 kWh/kW 装置 

25 粉 体 噴 射 撹 拌 機 

二軸式 

単軸式 E 0.305 kWh/kW  

改良材供給機 E 0.533 kWh/kW  

26 オールケーシング掘削機 

１エンジン 
(クローラ式) 

0.181  

２エンジン 
(クローラ式) 

0.093  

スキッド式 0.088  

27 泥 排 水 処 理 装 置 
フィルタ 
プレス式 

E 0.560 kWh/kW  

28 グ ラ ウ ト ポ ン プ  
0.207 

E 0.613 kWh/kW 

 

29 グ ラ ウ ト ミ キ サ   

30 ボ ー リ ン グ マ シ ン  
0.151 

E 0.429 kWh/kW 
 

31 ド リ ル ジ ャ ン ボ 

レール式 

0.177 
E 0.415 kWh/kW 

 

クローラ式  

ホイール式  

32 自由断面トンネル掘削機  E 0.429 kWh/kW  

33 ＮＡＴＭ機器集じん器  E 0.700 kWh/kW  

34 コ ン ク リ ー ト 吹 付 機 
トンネル 
工事用 

E 0.466 kWh/kW 
 

35 吹 付 ロ ボ ッ ト   

36 モ ー タ グ レ ー ダ  0.112 
ヒータプレーナ装着
型を含む 

37 ス タ ビ ラ イ ザ  0.115  

 

 

（１･②･２）

（つづき） 

（つづく） 
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② 原動機燃料消費量 
 

 

１． 適 用 範 囲 

  本資料は，建設工事に使用する建設機械等の燃料消費量の算出に適用する。 

 

２． 燃 料 消 費 量 

 ２－１ 燃料消費量の算定 

    燃料消費量の算定は，「請負工事機械経費積算要領」による建設機械等損料算定表の種類，規格の機関出力

と次に示す時間当り燃料消費率を乗じて求める。 

     時間当り燃料消費量＝機関出力×時間当り燃料消費率 

（注）１．時間当り燃料消費量の数値は，有効数字の第３位を四捨五入し，有効数字２桁とする。 

２．走行用エンジン及び作業用エンジンの双方を有する機械は，双方のエンジン出力を合計した機

関出力とする。 

３．ディーゼルパイルハンマの燃料消費率は，単位が（ℓ/h-t）（ｔ：ラム質量）なので，機関出力

に替えてラム質量を乗ずる。 

 

 ２－２ 時間当り燃料消費率 

    時間当り燃料消費率（日常保守点検等に必要な油脂類及び消耗品等を含む）は，次表を標準とする。 

表２．１ 運転１時間当り燃料消費率 

No. 機 械 名 規 格 燃 料 消 費 率 
(ℓ/kW-h) 摘 要 

1 ブ ル ド ー ザ  

0.144 

 

2 リッパ装置付ブルドーザ   

3 小 型 バ ッ ク ホ ウ   

4 バ ッ ク ホ ウ   

5 ク ラ ム シ ェ ル   

6 
ク ロ ー ラ ロ ー ダ 
（トラクタショベル） 

  

7 
ホ イ ー ル ロ ー ダ 
（トラクタショベル） 

  

8 
バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

ディーゼル／電気 
ハイブリッド型 

0.124  

9 
ダ ン プ ト ラ ッ ク 

オフロード・ 
（建設専用） 

0.088 15t以上 

10 オンロード 

0.040 

 

11 ト ラ ッ ク  
クレーン装置付を含
む 

12 ト レ ー ラ  0.075  

13 不 整 地 運 搬 車 クローラ型 0.114  

14 ク ロ ー ラ ク レ ー ン  0.076  

15 ト ラ ッ ク ク レ ー ン 
ラチスジブ型・
油圧伸縮ジブ型 

0.045 
オールテレーンク
レーンを含む 

16 ラフテレーンクレーン  0.075  
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No. 機 械 名 規 格 燃 料 消 費 率 
(ℓ/kW-h) 摘 要 

17 ディーゼルパイルハンマ  7.648 ℓ/h-t tはラム質量 

18 バ イ ブ ロ ハ ン マ 

電動式 E 0.305 kWh/kW  

油圧式・ 
可変式 0.262  

19 杭打機（ベースマシン）  0.088  

20 
杭 打 ち 用 
ウ ォ ー タ ジ ェ ッ ト 

 0.192  

21 油 圧 ハ ン マ  0.181  

22 油 圧 式 杭 圧 入 引 抜 機  0.123  

23 ア ー ス オ ー ガ 中 掘 式  0.088 ベースマシン 

24 クローラ式アースオーガ  

E 0.436 kWh/kW 装置 

25 粉 体 噴 射 撹 拌 機 

二軸式 

単軸式 E 0.305 kWh/kW  

改良材供給機 E 0.533 kWh/kW  

26 オールケーシング掘削機 

１エンジン 
(クローラ式) 

0.181  

２エンジン 
(クローラ式) 

0.093  

スキッド式 0.088  

27 泥 排 水 処 理 装 置 
フィルタ 
プレス式 

E 0.560 kWh/kW  

28 グ ラ ウ ト ポ ン プ  
0.207 

E 0.613 kWh/kW 

 

29 グ ラ ウ ト ミ キ サ   

30 ボ ー リ ン グ マ シ ン  
0.151 

E 0.429 kWh/kW 
 

31 ド リ ル ジ ャ ン ボ 

レール式 

0.177 
E 0.415 kWh/kW 

 

クローラ式  

ホイール式  

32 自由断面トンネル掘削機  E 0.429 kWh/kW  

33 ＮＡＴＭ機器集じん器  E 0.700 kWh/kW  

34 コ ン ク リ ー ト 吹 付 機 
トンネル 
工事用 

E 0.466 kWh/kW 
 

35 吹 付 ロ ボ ッ ト   

36 モ ー タ グ レ ー ダ  0.112 
ヒータプレーナ装着
型を含む 

37 ス タ ビ ラ イ ザ  0.115  

 

 

（１･②･２）

（つづき） 

（つづく） 



第２編 土木工事標準歩掛 

- 176 - 

③ 深礎工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，人力及び人力併用機械掘削，機械排土，ライナープレート土留工法による図１－１，図１－２に示

す範囲の深礎杭の施工に適用する。 

なお，本資料での杭径とは，ライナープレートの公称径（ボルト穴間の径）とし，土質区分は，表１．１とする｡ 

 
 
 

 

                     

 

 

 

 

 

 

図１－１ 適用杭径及び掘削深（標準） 

 

 

 

 

 
 
                Ｃ工法：人力掘削，やぐら装置排土 
 
 
 
 

 

図１－２ 適用杭径及び掘削深（掘削機が現場に搬入出来ない場合） 

 

表１．１ 土質 

土質 適 用 土 質 

土  砂及び砂質土， 
粘土及び粘性土，レキ及びレキ質土 

岩  岩塊・玉石及びこれらが砂，砂質土，粘性土，レキ質土と混合した土， 
軟岩（Ⅰ），（Ⅱ），中硬岩・硬岩（Ⅰ） 

 

２． 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

 

 

（４･③･１）

Ａ工法：人力掘削，機械排土 

Ｂ工法：人力併用機械掘削，機械排土 

（Ｂ工法－１，Ｂ工法－２） 
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３． 機 種 の 選 定 

（１）掘削土留作業に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表３．１ 機種の選定 

作 業 
種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 

工 法 摘 要 

A B-1 B-2 C  

排 土 ク ラ ム シ ェ ル 
油圧クラムシェル・テレスコピック式・
排出ガス対策型(第1次基準値） 
バケット容量（平積）0.4m3 

台 1 ○     

排土及び

土留材の

吊込み 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(2011年規制） 
25t吊 

〃 1 ○ ○ ○   

や ぐ ら 装 置 簡易やぐら（モータウインチ付） 
能力0.5t 〃 1    ○ 杭径4.5m 

以下に使用 

掘 削 
小 型 バ ッ ク ホ ウ 

( ク ロ ー ラ 型 ) 

電動式 
山積0.03m3（平積0.021m3） 〃 1  ○    

超小旋回型・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
山積0.11m3（平積0.08m3） 

〃 1   ○   

（注）１．上表の設備は，掘削土を杭端近隣に仮置きする場合である。 

２．排土運搬にベルトコンベヤを使用する場合は，別途計上する。 

３．Ｂ工法のラフテレーンクレーン作業は，バックホウの杭内搬入・搬出を含む。 

４．ラフテレーンクレーン，小型バックホウ（山積0.11ｍ3）は，賃料とする。 

 

（２）土留材 

土留材は，ライナープレートを使用し，全ての土質について掘削深全長を施工し，土留材は撤去しない埋

設を原則とする。また，使用規格は，土圧計算等によって決定する。 

 

（３）機械損料補正 

深礎工に使用する掘削機械（小型バックホウ），排土機械（クラムシェル）の損料については，岩石割増

（中硬岩・硬岩(Ⅰ)）として運転１時間当り損料に対し損料補正を行うものとし，補正係数は次表を標準と

する｡ 

 

表３．２ 補正係数 

岩分類  
機械名 中硬岩・硬岩（Ⅰ） 摘 要 

ク ラ ム シ ェ ル ＋0.1 A工法 

小 型 バ ッ ク ホ ウ 
(電動式 山積0.03m3) 

＋0.1 B工法-1 

 

４． 編 成 人 員 

  掘削土留作業編成人員は，次表を標準とする。 
 

       表４．１ 掘削土留作業編成人員 （人） 

工法 A工法 B工法-1 B工法-2 C工法 

職種 
杭径(m) 1.5以上 

2.5以下 
2.5を超え 
4.0以下 

2.5以上 
7.5以下 

1.5以上 
2.5以下 

2.5を超え 
4.5以下 

土木一般世話役 1 1 1 1 1 

トンネル特殊工 2 2 4 2 4 

特 殊 作 業 員 1 1 1 1 1 

普 通 作 業 員 1 1 1 1 1 

 

（４･③･２）
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５． 施 工 歩 掛 

 ５－１ 深礎杭１本当り施工日数 

  深礎杭１本当り施工日数は，次式による。 

     ｄ＝α・ｄ1・ℓ（日／本） 

       ｄ ：深礎杭１本当り施工日数（日／本） 

       α ：土質係数 

       ｄ1：掘削１ｍ当り施工日数（日／ｍ） 

 ℓ：深礎杭１本当り掘削長（ｍ／本） 

 

（１）土質係数（α） 

土質係数は，次表を標準とする。 
 

表５．１ 土質係数(α) 

土 岩 

砂及び砂質土， 
粘性土，レキ質土 

岩塊・玉石混じり土， 
軟岩(Ⅰ)，(Ⅱ)， 
中硬岩，硬岩(Ⅰ) 

0.57 1.12 

（注）杭１本当り土質区分が異なる場合の土質係数αは，次のとおり加重平

均して算出する。 

 

α1：土質係数（土） 

ℓ 1：掘 削 長（土） 

α2：土質係数（岩） 

ℓ 2：掘 削 長（岩） 

（２）掘削１ｍ当り施工日数（ｄ1） 

掘削１ｍ当り施工日数は，次表を標準とする。 

    なお，岩掘削は火薬によるものとする。 

 

表５．２ 掘削１ｍ当り施工日数（ｄ1）（Ａ工法）（日／ｍ）

杭径(m) 
掘削深(m) 

1.5以上 
2.0以下 

2.0を超え 
2.5以下 

5以下 0.38 0.46 

5を超え10以下 0.50 0.60 

10を超え15以下 0.62 0.74 

15を超え20以下 0.74 0.89 

 

表５．３ 掘削１ｍ当り施工日数（ｄ1）（Ｂ工法－１） （日／ｍ）

杭径(m) 
掘削深(m) 

2.5を超え 
3.0以下 

3.0を超え 
3.5以下 

3.5を超え 
4.0以下 

5以下 0.81 0.85 0.91 

5を超え10以下 0.94 1.00 1.05 

10を超え15以下 1.08 1.14 1.21 

15を超え20以下 1.21 1.29 1.35 

 

 

 

 

（４･③･３）

α＝ 
α1×ℓ1＋α2×ℓ2 

ℓ1＋ℓ2 
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     表５．４ 掘削１ｍ当り施工日数（ｄ1）（Ｂ工法－２） （日／ｍ）

 杭径(m) 2.5以上 
3.0以下 

3.0を超え 
3.5以下  

3.5を超え 
4.0以下  

4.0を超え 
4.5以下  

4.5を超え 
5.0以下  

5.0を超え 
5.5以下  

5.5を超え 
6.0以下  

6.0を超え 
6.5以下  

6.5を超え 
7.0以下  

7.0を超え 
7.5以下     

5以下 ― ― ― 1.18 1.25 1.37 1.47 1.61 1.78 1.95 

5を超え10以下 ― ― ― 1.29 1.37 1.48 1.59 1.74 1.93 2.12 

10を超え15以下 ― ― ― 1.33 1.42 1.53 1.65 1.81 2.01 2.21 

15を超え20以下 ― ― ― 1.37 1.45 1.58 1.69 1.85 2.06 2.26 

20を超え25以下 1.15 1.23 1.30 1.39 1.48 1.61 1.72 1.90 2.10 2.31 

25を超え30以下 1.18 1.25 1.32 1.41 1.51 1.63 1.75 1.92 2.13 2.34 

30を超え35以下 1.19 1.27 1.33 1.43 1.52 1.65 1.78 1.94 2.15 2.38 

35を超え40以下 1.20 1.28 1.35 1.44 1.54 1.67 1.79 1.96 2.19 2.40 

 

      表５．５ 掘削１ｍ当り施工日数（ｄ1）（Ｃ工法） （日／ｍ）

 杭径(m) 1.5以上 
2.5以下 

2.5を超え 
3.0以下 

3.0を超え 
3.5以下 

3.5を超え 
4.0以下 

4.0を超え 
4.5以下 掘削深(m)  

5以下 1.09 1.09 1.51 1.83 2.33 

5を超え10以下 1.28 1.28 1.69 2.06 2.62 

10を超え15以下 1.48 1.48 1.86 2.30 2.97 

15を超え20以下 1.67 1.67 2.04 2.53 3.21 

20を超え25以下 ― 1.85 2.22 2.76 3.51 

25を超え30以下 ― 2.05 2.40 3.00 3.80 

30を超え35以下 ― 2.24 2.58 3.23 4.10 

35を超え40以下 ― 2.43 2.75 3.46 4.38 

 

  

（４･③･４）

掘削深(m) 
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５． 施 工 歩 掛 

 ５－１ 深礎杭１本当り施工日数 

  深礎杭１本当り施工日数は，次式による。 

     ｄ＝α・ｄ1・ℓ（日／本） 

       ｄ ：深礎杭１本当り施工日数（日／本） 

       α ：土質係数 

       ｄ1：掘削１ｍ当り施工日数（日／ｍ） 

 ℓ：深礎杭１本当り掘削長（ｍ／本） 

 

（１）土質係数（α） 

土質係数は，次表を標準とする。 
 

表５．１ 土質係数(α) 

土 岩 

砂及び砂質土， 
粘性土，レキ質土 

岩塊・玉石混じり土， 
軟岩(Ⅰ)，(Ⅱ)， 
中硬岩，硬岩(Ⅰ) 

0.57 1.12 

（注）杭１本当り土質区分が異なる場合の土質係数αは，次のとおり加重平

均して算出する。 

 

α1：土質係数（土） 

ℓ 1：掘 削 長（土） 

α2：土質係数（岩） 

ℓ 2：掘 削 長（岩） 

（２）掘削１ｍ当り施工日数（ｄ1） 

掘削１ｍ当り施工日数は，次表を標準とする。 

    なお，岩掘削は火薬によるものとする。 

 

表５．２ 掘削１ｍ当り施工日数（ｄ1）（Ａ工法）（日／ｍ）

杭径(m) 
掘削深(m) 

1.5以上 
2.0以下 

2.0を超え 
2.5以下 

5以下 0.38 0.46 

5を超え10以下 0.50 0.60 

10を超え15以下 0.62 0.74 

15を超え20以下 0.74 0.89 

 

表５．３ 掘削１ｍ当り施工日数（ｄ1）（Ｂ工法－１） （日／ｍ）

杭径(m) 
掘削深(m) 

2.5を超え 
3.0以下 

3.0を超え 
3.5以下 

3.5を超え 
4.0以下 

5以下 0.81 0.85 0.91 

5を超え10以下 0.94 1.00 1.05 

10を超え15以下 1.08 1.14 1.21 

15を超え20以下 1.21 1.29 1.35 

 

 

 

 

（４･③･３）

α＝ 
α1×ℓ1＋α2×ℓ2 

ℓ1＋ℓ2 
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     表５．４ 掘削１ｍ当り施工日数（ｄ1）（Ｂ工法－２） （日／ｍ）

 杭径(m) 2.5以上 
3.0以下 

3.0を超え 
3.5以下  

3.5を超え 
4.0以下  

4.0を超え 
4.5以下  

4.5を超え 
5.0以下  

5.0を超え 
5.5以下  

5.5を超え 
6.0以下  

6.0を超え 
6.5以下  

6.5を超え 
7.0以下  

7.0を超え 
7.5以下     

5以下 ― ― ― 1.18 1.25 1.37 1.47 1.61 1.78 1.95 

5を超え10以下 ― ― ― 1.29 1.37 1.48 1.59 1.74 1.93 2.12 

10を超え15以下 ― ― ― 1.33 1.42 1.53 1.65 1.81 2.01 2.21 

15を超え20以下 ― ― ― 1.37 1.45 1.58 1.69 1.85 2.06 2.26 

20を超え25以下 1.15 1.23 1.30 1.39 1.48 1.61 1.72 1.90 2.10 2.31 

25を超え30以下 1.18 1.25 1.32 1.41 1.51 1.63 1.75 1.92 2.13 2.34 

30を超え35以下 1.19 1.27 1.33 1.43 1.52 1.65 1.78 1.94 2.15 2.38 

35を超え40以下 1.20 1.28 1.35 1.44 1.54 1.67 1.79 1.96 2.19 2.40 

 

      表５．５ 掘削１ｍ当り施工日数（ｄ1）（Ｃ工法） （日／ｍ）

 杭径(m) 1.5以上 
2.5以下 

2.5を超え 
3.0以下 

3.0を超え 
3.5以下 

3.5を超え 
4.0以下 

4.0を超え 
4.5以下 掘削深(m)  

5以下 1.09 1.09 1.51 1.83 2.33 

5を超え10以下 1.28 1.28 1.69 2.06 2.62 

10を超え15以下 1.48 1.48 1.86 2.30 2.97 

15を超え20以下 1.67 1.67 2.04 2.53 3.21 

20を超え25以下 ― 1.85 2.22 2.76 3.51 

25を超え30以下 ― 2.05 2.40 3.00 3.80 

30を超え35以下 ― 2.24 2.58 3.23 4.10 

35を超え40以下 ― 2.43 2.75 3.46 4.38 

 

  

（４･③･４）

掘削深(m) 
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（３）諸雑費 

諸雑費は，施工機械足場用の足場材（敷鉄板）賃料及び設置・撤去・移設，軸流ファン・工事用水中

モータポンプ，ピックハンマ，コンクリートブレーカ，排土バケット，昇降用梯子，空気圧縮機，火薬，

雷管，電力に関する経費等の費用であり，労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。

なお，工事用水中モータポンプの有無にかかわらず同率とする。 

 

表５．６ 諸雑費率(β)        （％）

諸 雑 費 率 

工法  
 

土質区分 
A工法 B工法-1 B工法-2 C工法 

砂及び砂質土， 
粘性土，レキ質土 

（土） 
8 11 6 7 

岩塊・玉石混じり土， 
軟岩(Ⅰ)，(Ⅱ)， 
中硬岩，硬岩(Ⅰ) 

（岩） 

25 32 24 13 

（注）１．岩掘削は火薬を標準としており，火薬による施工が困難な場合は，別途考

慮する。 

２．杭１本当り土質区分が異なる場合の諸雑費率βは，次のとおり加重平均し

て算出する。 
 

 
 

α1：土質係数（土） 

β1：諸雑費率（土） 

ℓ1：掘 削 長（土） 

α2：土質係数（岩） 

β2：諸雑費率（岩） 

ℓ2：掘 削 長（岩） 

 

（４･③･５）

β＝ 
α1×β1×ℓ1＋α2×β2×ℓ2 

α1×ℓ1＋α2×ℓ2 
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 ５－２ 杭内足場工 

（１）足場の種類及び数量 

足場の種類は，手摺先行型枠組足場を標準とする。 

    掛面積は，次式による。 

      掛面積（ｍ2）＝掘削１ｍ当り掛面積（ｍ2）×掘削深（ｍ） 
 

表５．７ 掘削１ｍ当り掛面積 （ｍ2） 

杭  径（m） 
1.5以上 
2.0以下 

2.0を超え 
2.5以下 

2.5を超え 
3.0以下 

3.0を超え 
3.5以下 

3.5を超え 
4.0以下 

4.0を超え 
4.5以下 

掛面積（m2） 1.2 1.5 3.6 3.6 5.0 6.6 

杭  径（m） 
4.5を超え 
5.0以下 

5.0を超え 
5.5以下 

5.5を超え 
6.0以下 

6.0を超え 
6.5以下 

6.5を超え 
7.0以下 

7.0を超え 
7.5以下 

掛面積（m2） 8.2 9.7 11.3 12.9 14.4 16.0 

     

  （２）設置・撤去歩掛 

足場設置・撤去歩掛は，「第２編６章仮設工⑤足場工」による。ただし，ラフテレーンクレーンが使用出

来ない場合は，別途考慮する。 

 

 ５－３ 鉄筋工 

  鉄筋工は，市場単価により別途計上する。 

 

 ５－４ コンクリート工 

コンクリート打設は，「第５編５章コンクリート工⑤コンクリート工（深礎工）」による。 

 

 

（４･③･６）



第２編 土木工事標準歩掛 

- 294 - 

（５）横矢板撤去10ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.1 

普 通 作 業 員  〃  〃 

諸 雑 費  式 1  

計     
 

（６）覆工板・受桁設置・撤去100ｍ2当り単価表（覆工板設置面積700ｍ2以下） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.2 

と び 工  〃  〃 

溶 接 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対
策型(2011年規制)25t吊 

日  表4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.2 

計     
 

（７）覆工板設置・撤去100ｍ2当り単価表（覆工板設置面積700ｍ2を超える） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.2 

と び 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対
策型(2011年規制)25t吊 

日  表4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     
 

（８）覆工板受桁設置・撤去10ｔ当り単価表（覆工板設置面積700ｍ2を超える） 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表4.2 

と び 工  〃  〃 

溶 接 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

ラフテレーンクレーン 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対
策型(2011年規制)25t吊 

日  表4.2 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.2 

計     

 

 

（６･④･４）
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⑤ 足場工 
 

 

１． 適  用  範  囲 

本資料は，一般土木工事の構造物施工にかかる平均設置高30ｍ以下の足場工に適用する。 

適用する足場の種類は，手摺先行型枠組足場，単管足場，単管傾斜足場とする。 

ただし，高さ２ｍ未満の構造物及び鋼橋床版，砂防，ダム，トンネル等で標準歩掛が設定されている工種には適

用出来ない。 

また，「第５編３章共通工⑥場所打擁壁工（１）」，「第５編３章共通工○28函渠工（１）」，「第２編14章共

同溝①－１共同溝工（１）（構造物単位）及び①－２共同溝工（２）」，「第２編16章橋梁⑱－１橋台・橋脚工

（１）（構造物単位）」については，適用出来ない。 

 

２． 施  工  概  要 

２－１ 施工フロー 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ 施工フロー 

 

２－２ 工法の選定 

工法の選定は，次図を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２ 工法の選定 

 

 

（６･⑤･１）

ス タ ー ト 

手摺先行型枠組足場 単 管 足 場 単 管 傾 斜 足 場 

 
 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

機

材

搬

入 

供

用

中 
機

材

搬

出 

足

場

撤

去 

足

場

設

置 



第２編 土木工事標準歩掛 

- 296 - 

３． 施  工  歩  掛 

足場材の設置・撤去歩掛は，次表を標準とする。 
 

表３．１ 足場材設置・撤去歩掛 （100掛ｍ2当り）

名 称 規 格 単位 手摺先行型 
枠組足場 単 管 足 場 単管傾斜足場 

土木一般世話役  人 1.6 1.9 1.5 

と び 工  〃 7.0(8.5) 6.9(8.4) 4.5(6.1) 

普 通 作 業 員  〃 1.3 1.8 2.7 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(第3次基準値)  
25t吊 低騒音型 

日 1.4 0.8 0.8 

諸 雑 費 率  ％ 34(31) 29(27) 33(28) 

（注）１．安全ネットが必要な場合は，( ）内の数値を計上する。 

２．諸雑費は，足場工仮設材（賃料）等の費用であり，労務費及び機械賃料の合計額に上表

の率を乗じた金額を上限として計上する。 

  なお，諸雑費には，供用中の足場材賃料を含み，現場内での段取り替えに伴うすべての

費用を含むものとする。 

  ・手摺先行型枠組足場における仮設材内訳は，壁つなぎ，敷板，建枠，筋違，板付布枠，

連結ピン，アームロック，ジャッキベース，手摺柱，手摺，手摺枠（二段手摺の機

能を有する），幅木，階段，養生ネット（メッシュシート）等である。 

  また，安全ネットを設置した場合の安全ネットである。 

  ・単管足場における仮設材内訳は，丸パイプ，直交クランプ，自在クランプ，直線ジョイ

ント，固定ベース，足場板，敷板，壁つなぎ，階段，養生ネット（メッシュシート）

等である。 

  また，安全ネットを設置した場合の安全ネットである。 

  ・単管傾斜足場における仮設材内訳は，丸パイプ，直交クランプ，自在クランプ，直線

ジョイント，足場板，固定ベース，養生ネット（メッシュシート）等である。 

  また，安全ネットを設置した場合の安全ネットである。 

３．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 
 

 

４． 単 価 表 

（１）手摺先行型枠組足場・単管足場・単管傾斜足場100掛ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.1 

と び 工  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

ラ フ テ レ ー ン 
ク レ ー ン 運 転 

油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型(第3次基準値) 
25t吊 低騒音型 

日  表3.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表3.1 

計     
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５． 参考図（足場工） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－１ 足場工参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５－２ 足場工断面参考図 
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⑤－３ バックホウ浚渫船（ICT） 
 

 

１． 適 用 範 囲  

本資料は，河川におけるバックホウ浚渫船（ICT）による浚渫工の施工に適用する。また，適用する土質は，粘

性土，砂質土及び砂，レキ質土等とする。 

 

２． 施 工 概 要  

バックホウ浚渫船（ICT）は，スパッド付台船等に搭載されたバックホウ（ICT）にて，河床等の土砂を掘削

し，土運船等にて土砂の運搬を行う。 

  施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

２．汚濁防止フェンス又は汚濁防止枠及び汚濁防止膜については，掘削時に濁水の拡散によ

り，水質等の影響がある場合に，別途計上する。 

３．浚渫土処理作業については，浚渫土の処理時に発生する余水処理や運搬及び浚渫土の再

利用時の固化処理であり，必要な場合は別途計上する。 

４．本歩掛には，浚渫作業中の浚渫船の引船運転を含む。 

図２－１ 施工フロー 

 

 

３． 機 種 の 選 定  

機械・規格は，次表を標準とする。ただし，規格を選定する際には，以下の項目を考慮し，決定するものとする。 

 （１）浚渫深度（表３．１摘要参照） 

 （２）施工数量，工期，運転時間，土捨場の受入れ土量等 
 

表３．１ 機種の選定  

機 械 名 規格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 浚 渫 船 
（ I C T ） 

D 1.0m3 隻 1 標準最大作業水深4m 

D 2.0m3 〃 1 標準最大作業水深6m 

（注）現場条件（現場の広さ，機械の搬入条件）により，上表により難い場合は，別途考慮する。 
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４． 浚 渫 船 の運 転 

４－１ 浚渫能力（単位時間当り浚渫量） 

積算の基礎となる浚渫能力は，次式により算出し決定する。なお，１日当りの浚渫船の運転時間は，７時

間を標準とする。 

      Ｑ＝47.8ｑ×α×Ｅ……式４．１ 

Ｑ：バックホウ浚渫船（ICT）１時間当り浚渫量（ｍ3／ｈ） 

ｑ：バックホウバケット容積（ｍ3） 

α：土質係数 

Ｅ：作業係数 
 

表４．１ 土質係数（α） 

土 質 
係 数 

分 類 Ｎ 値 

粘 性 土 10未満 1.00 

砂 質 土 及 び 砂 10以上30未満 0.68 

レ キ 質 土 30以上50未満 0.56 

 

表４．２ 作業係数（Ｅ） 

係 数 作業係数適用条件 

1.00 平均土厚が1mを超え，かつ浚渫区域が連続している工事 

0.82 平均土厚が1m以下，又は浚渫区域が点在している工事  

0.70 平均土厚が1m以下，かつ浚渫区域が点在している工事  

（注）平均土厚には，余掘厚が含まれる。 

 

４－２ バックホウ浚渫船（ICT）運転労務費 

（１）編成人員 

      浚渫作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
 

表４．３ 日当り編成人員 （人／日）

高 級 船 員 普 通 船 員 運 転 手 (特 殊 ) 

1 2 1 

 

（２）休転日数と運転日数 

      浚渫期間中における，バックホウ浚渫船（ICT）の１箇月当り休転日は，次表のとおりとする。 

      月間計画浚渫土量並びに計画浚渫期間を決定する際に，次表の休転日数以外を月間運転日数とする。 
 

表４．４ バックホウ浚渫船（ICT）の１箇月当り休転日 

休 転 日 種 別 休 転 日 数 備 考 

A 1 浚渫船等の修理等のための休転日 

B 8 休日のための休転日 

（注）ただし，出水期等による特殊事情がある場合は，別途考慮する。 
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⑤－３ バックホウ浚渫船（ICT） 
 

 

１． 適 用 範 囲  

本資料は，河川におけるバックホウ浚渫船（ICT）による浚渫工の施工に適用する。また，適用する土質は，粘

性土，砂質土及び砂，レキ質土等とする。 

 

２． 施 工 概 要  

バックホウ浚渫船（ICT）は，スパッド付台船等に搭載されたバックホウ（ICT）にて，河床等の土砂を掘削

し，土運船等にて土砂の運搬を行う。 

  施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

２．汚濁防止フェンス又は汚濁防止枠及び汚濁防止膜については，掘削時に濁水の拡散によ

り，水質等の影響がある場合に，別途計上する。 

３．浚渫土処理作業については，浚渫土の処理時に発生する余水処理や運搬及び浚渫土の再

利用時の固化処理であり，必要な場合は別途計上する。 

４．本歩掛には，浚渫作業中の浚渫船の引船運転を含む。 

図２－１ 施工フロー 

 

 

３． 機 種 の 選 定  

機械・規格は，次表を標準とする。ただし，規格を選定する際には，以下の項目を考慮し，決定するものとする。 

 （１）浚渫深度（表３．１摘要参照） 

 （２）施工数量，工期，運転時間，土捨場の受入れ土量等 
 

表３．１ 機種の選定  

機 械 名 規格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 浚 渫 船 
（ I C T ） 

D 1.0m3 隻 1 標準最大作業水深4m 

D 2.0m3 〃 1 標準最大作業水深6m 

（注）現場条件（現場の広さ，機械の搬入条件）により，上表により難い場合は，別途考慮する。 

 

（７･⑤･22）

浚 渫 （ I C T 施 工 ） 繋 船 土運船による浚渫土運搬 海上処分場へ捨て土 

浚 渫 土 の 揚 土 作 業 

回 航 運 搬 

汚濁防止フェンス設置 

汚濁防止フェンス撤去 必
要
量
分
繰
り
返
し 

浚 渫 土 処 理 作 業 回 航 運 搬 

ダンプトラックによる捨て土 

７章 河川海岸 ⑤ 浚渫工 ⑤－３ バックホウ浚渫船（ICT） 

- 383 - 

４． 浚 渫 船 の運 転 

４－１ 浚渫能力（単位時間当り浚渫量） 

積算の基礎となる浚渫能力は，次式により算出し決定する。なお，１日当りの浚渫船の運転時間は，７時

間を標準とする。 

      Ｑ＝47.8ｑ×α×Ｅ……式４．１ 

Ｑ：バックホウ浚渫船（ICT）１時間当り浚渫量（ｍ3／ｈ） 

ｑ：バックホウバケット容積（ｍ3） 

α：土質係数 

Ｅ：作業係数 
 

表４．１ 土質係数（α） 

土 質 
係 数 

分 類 Ｎ 値 

粘 性 土 10未満 1.00 

砂 質 土 及 び 砂 10以上30未満 0.68 

レ キ 質 土 30以上50未満 0.56 

 

表４．２ 作業係数（Ｅ） 

係 数 作業係数適用条件 

1.00 平均土厚が1mを超え，かつ浚渫区域が連続している工事 

0.82 平均土厚が1m以下，又は浚渫区域が点在している工事  

0.70 平均土厚が1m以下，かつ浚渫区域が点在している工事  

（注）平均土厚には，余掘厚が含まれる。 

 

４－２ バックホウ浚渫船（ICT）運転労務費 

（１）編成人員 

      浚渫作業の日当り編成人員は，次表を標準とする。 
 

表４．３ 日当り編成人員 （人／日）

高 級 船 員 普 通 船 員 運 転 手 (特 殊 ) 

1 2 1 

 

（２）休転日数と運転日数 

      浚渫期間中における，バックホウ浚渫船（ICT）の１箇月当り休転日は，次表のとおりとする。 

      月間計画浚渫土量並びに計画浚渫期間を決定する際に，次表の休転日数以外を月間運転日数とする。 
 

表４．４ バックホウ浚渫船（ICT）の１箇月当り休転日 

休 転 日 種 別 休 転 日 数 備 考 

A 1 浚渫船等の修理等のための休転日 

B 8 休日のための休転日 

（注）ただし，出水期等による特殊事情がある場合は，別途考慮する。 
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４－３ 繋船費 

繋船費は，「第２編７章河川海岸⑤浚渫工⑤-２バックホウ浚渫船」による。 

 

４－４ 作業船運転費 

作業船運転費は，「第２編７章河川海岸⑤浚渫工⑤-２バックホウ浚渫船」による。 

 

４－５ 土運船運転費 

土運船運転費は，「第２編７章河川海岸⑤浚渫工⑤-２バックホウ浚渫船」による。 

 

４－６ 浚渫土揚土費（ICT） 

土運船によって運搬された浚渫土のダンプトラックへの積込み又は仮置き作業に要する費用である。 

（１）機種の選定 

機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表４．５ 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

1日当り平均浚渫量 
365m3以下 バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・ 
排出ガス対策型 (2011年規制) 
山積1.4m3（平積1.0m3） 

台 1 
 

1日当り平均浚渫量 
365m3を超え645m3以下 

〃 2 
 

 

   （２）浚渫土揚土作業日数 

浚渫土の揚土作業日数は，浚渫作業日数を計上するものとする。 

 

 

４－７ ダンプトラック運搬費 

処分地への浚渫土運搬に要する費用であり，「第５編２章土工②土工」により別途計上する。 

 

５． 回航費並びに運搬費 

回航費並びに運搬費は，「第２編７章河川海岸⑤浚渫工⑤-２バックホウ浚渫船」による。 

 

６． 雑 工 事 費 

雑工事費は，「第２編７章河川海岸⑤浚渫工⑤-２バックホウ浚渫船」による。 

 

７． ＩＣＴ建設機械経費等 

ＩＣＴ建設機械経費として以下の各経費を計上する。 

７－１ ＩＣＴ建設機械経費損料加算額 

建設機械に取付ける各種機器及び地上の基準局・管理局の賃貸費用として，機械運転単価表にＩＣＴ建設

機械経費損料加算額を必要日数分計上する。 
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８． 単 価 表 

（１）バックホウ浚渫船（ICT）（○○ｍ3）運転１日当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

高 級 船 員  人 1 表4.3 

普 通 船 員  〃 2  〃 

運 転 手 （ 特 殊 ）  〃 1  〃 

バ ッ ク ホ ウ 浚 渫 船
（ I C T ） 運 転 D ○○m3  日 1 機械損料 

汚 濁 防 止 枠  供用日 1.51 必要に応じて計上 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）汚濁防止膜は別途計上する。 

 

（２）浚渫土揚土（ICT）１日当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・ 
排出ガス対策型(2011年規制)  
山積1.4m3（平積1.0m3） 

日  
表4.5 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

（３）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バックホウ浚渫船 
（ I C T ） 

D 1.0m3 

機－35 

燃料消費量→287 
機械損料数量→  1.51 

D 2.0m3 燃料消費量→413 
機械損料数量→  1.51 

ＩＣＴ建設機械経費 
損 料 加 算 額  機械賃料数量→  1.51 

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・ 
排出ガス対策型(2011年規制)  
山積1.4m3（平積1.0m3） 

機－18 
機械労務数量→  1.00 
燃料消費量→158 
機械損料数量→  1.50 
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４－３ 繋船費 

繋船費は，「第２編７章河川海岸⑤浚渫工⑤-２バックホウ浚渫船」による。 

 

４－４ 作業船運転費 

作業船運転費は，「第２編７章河川海岸⑤浚渫工⑤-２バックホウ浚渫船」による。 

 

４－５ 土運船運転費 

土運船運転費は，「第２編７章河川海岸⑤浚渫工⑤-２バックホウ浚渫船」による。 

 

４－６ 浚渫土揚土費（ICT） 

土運船によって運搬された浚渫土のダンプトラックへの積込み又は仮置き作業に要する費用である。 

（１）機種の選定 

機械・規格は，次表を標準とする。 

 

表４．５ 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 単位 数量 摘 要 

1日当り平均浚渫量 
365m3以下 バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・ 
排出ガス対策型 (2011年規制) 
山積1.4m3（平積1.0m3） 

台 1 
 

1日当り平均浚渫量 
365m3を超え645m3以下 

〃 2 
 

 

   （２）浚渫土揚土作業日数 

浚渫土の揚土作業日数は，浚渫作業日数を計上するものとする。 

 

 

４－７ ダンプトラック運搬費 

処分地への浚渫土運搬に要する費用であり，「第５編２章土工②土工」により別途計上する。 

 

５． 回航費並びに運搬費 

回航費並びに運搬費は，「第２編７章河川海岸⑤浚渫工⑤-２バックホウ浚渫船」による。 

 

６． 雑 工 事 費 

雑工事費は，「第２編７章河川海岸⑤浚渫工⑤-２バックホウ浚渫船」による。 

 

７． ＩＣＴ建設機械経費等 

ＩＣＴ建設機械経費として以下の各経費を計上する。 

７－１ ＩＣＴ建設機械経費損料加算額 

建設機械に取付ける各種機器及び地上の基準局・管理局の賃貸費用として，機械運転単価表にＩＣＴ建設

機械経費損料加算額を必要日数分計上する。 
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８． 単 価 表 

（１）バックホウ浚渫船（ICT）（○○ｍ3）運転１日当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

高 級 船 員  人 1 表4.3 

普 通 船 員  〃 2  〃 

運 転 手 （ 特 殊 ）  〃 1  〃 

バ ッ ク ホ ウ 浚 渫 船
（ I C T ） 運 転 D ○○m3  日 1 機械損料 

汚 濁 防 止 枠  供用日 1.51 必要に応じて計上 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

（注）汚濁防止膜は別途計上する。 

 

（２）浚渫土揚土（ICT）１日当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

バ ッ ク ホ ウ 
(クローラ型)運転 

標準型・ 
排出ガス対策型(2011年規制)  
山積1.4m3（平積1.0m3） 

日  
表4.5 
機械損料 

諸 雑 費  式 1  

計     

 

（３）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

バックホウ浚渫船 
（ I C T ） 

D 1.0m3 

機－35 

燃料消費量→287 
機械損料数量→  1.51 

D 2.0m3 燃料消費量→413 
機械損料数量→  1.51 

ＩＣＴ建設機械経費 
損 料 加 算 額  機械賃料数量→  1.51 

バ ッ ク ホ ウ 
( ク ロ ー ラ 型 ) 

標準型・ 
排出ガス対策型(2011年規制)  
山積1.4m3（平積1.0m3） 

機－18 
機械労務数量→  1.00 
燃料消費量→158 
機械損料数量→  1.50 
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⑤  仮締切工 
 
⑤－１ 砂防土砂仮締切・砂防大型土のう仮締切 
 

１． 適 用 範 囲 

 本資料は，砂防工(本堰堤，副堰堤，床固め，帯工，水叩き，側壁，護岸)の施工に伴う現地土砂を用いた土砂

及び大型土のうによる仮締切工に適用する。 

 

２． 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。 

 

   (１) 砂防土砂仮締切 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

 

   (２) 砂防大型土のう仮締切 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－２ 施工フロー 
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３． 機 種 の 選 定 

  機械・規格は次表を標準とする。 

 

表３．１  機種の選定 

作業種別 機械名 規格 単位 数量 摘要 

砂防土砂仮締切 

設置 

または 

撤去 

バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3） 

台 １  

砂防 

大型土のう仮締切 

製作 

・設置 

バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3）吊能力2.9t 

〃 １  

製作 
バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3）吊能力2.9t 

〃 １  

設置 
バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3）吊能力2.9t 

〃 １  

撤去 
バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3）吊能力2.9t 

〃 １  

(注) １．バックホウは，賃料とする。 

   ２．大型土のうの設置，撤去はバックホウによる施工で，作業半径 6m 以下とする。 

   ３．現場条件により，上表により難い場合は，別途考慮する。 

 

 

４． 砂防土砂仮締切歩掛 

 ４－１ 日当り施工量 

     日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

      表４．１  日当り施工量 （１日当り） 

作業種別 土の状態 土  質  名 単 位 数  量 

設置 

または 

撤去 

地山 
レキ質土･砂･砂質土･粘性土 ｍ3  99 

岩塊玉石 〃  84 

ルーズ 
レキ質土･砂･砂質土･粘性土 〃 216 

岩塊玉石 〃 180 

(注) １．作業範囲は，機械走行面より上下に５ｍ以内を標準とする。 

２．施工数量は，3,000ｍ3未満（砂防土砂仮締切の１工事あたりのバック

ホウによる取扱い土量）を標準とする。現場条件により，これにより難

い場合は，別途考慮する。 

３．地山の現場条件は障害なし（作業現場が広い，作業範囲が標準内及び

転石の混入等の影響による作業妨害が少なく，連続した掘削作業が出来

る場合）を標準とし，これにより難い場合は，別途考慮する。 
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⑤  仮締切工 
 
⑤－１ 砂防土砂仮締切・砂防大型土のう仮締切 
 

１． 適 用 範 囲 

 本資料は，砂防工(本堰堤，副堰堤，床固め，帯工，水叩き，側壁，護岸)の施工に伴う現地土砂を用いた土砂

及び大型土のうによる仮締切工に適用する。 

 

２． 施 工 概 要 

  施工フローは，下記を標準とする。 

 

   (１) 砂防土砂仮締切 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

 

   (２) 砂防大型土のう仮締切 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－２ 施工フロー 
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３． 機 種 の 選 定 

  機械・規格は次表を標準とする。 

 

表３．１  機種の選定 

作業種別 機械名 規格 単位 数量 摘要 

砂防土砂仮締切 

設置 

または 

撤去 

バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3） 

台 １  

砂防 

大型土のう仮締切 

製作 

・設置 

バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3）吊能力2.9t 

〃 １  

製作 
バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3）吊能力2.9t 

〃 １  

設置 
バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3）吊能力2.9t 

〃 １  

撤去 
バックホウ 

(クローラ型) 

標準型・超低騒音型・クレーン機能付き・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3（平積0.6m3）吊能力2.9t 

〃 １  

(注) １．バックホウは，賃料とする。 

   ２．大型土のうの設置，撤去はバックホウによる施工で，作業半径 6m 以下とする。 

   ３．現場条件により，上表により難い場合は，別途考慮する。 

 

 

４． 砂防土砂仮締切歩掛 

 ４－１ 日当り施工量 

     日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

      表４．１  日当り施工量 （１日当り） 

作業種別 土の状態 土  質  名 単 位 数  量 

設置 

または 

撤去 

地山 
レキ質土･砂･砂質土･粘性土 ｍ3  99 

岩塊玉石 〃  84 

ルーズ 
レキ質土･砂･砂質土･粘性土 〃 216 

岩塊玉石 〃 180 

(注) １．作業範囲は，機械走行面より上下に５ｍ以内を標準とする。 

２．施工数量は，3,000ｍ3未満（砂防土砂仮締切の１工事あたりのバック

ホウによる取扱い土量）を標準とする。現場条件により，これにより難

い場合は，別途考慮する。 

３．地山の現場条件は障害なし（作業現場が広い，作業範囲が標準内及び

転石の混入等の影響による作業妨害が少なく，連続した掘削作業が出来

る場合）を標準とし，これにより難い場合は，別途考慮する。 
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５．砂防大型土のう仮締切 施工歩掛 

 ５－１ 編成人員 

     日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

       表５．１  日当り編成人員 （人/日）

作業種別 土木一般世話役 特殊作業員 普通作業員 

製作・設置 １ １ １ 

製 作 1 1 1 

設 置 1 1 1 

撤 去 1 1 － 

（注）１．製作・設置，製作には，横取り作業（12ｍまで：製作現場～

仮置場）を含む。 

２．製作現場と設置現場が異なる場合は，積込・荷卸・運搬等必

要な費用を別途計上する。 

３．撤去には，中詰材排出を含む。なお，袋材の処分費及び残土

処理費が必要な場合は，別途計上する。 

 

 ５－２ 日当り施工量 

     日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 ５－３ 諸雑費 

     諸雑費は，製作枠等の費用であり，労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

       表５．３  諸雑費率 （％） 

作業種別 諸雑費率 

製作・設置 4 

製 作 7 

 

 

  

         表５．２  日当り施工量 （１日当り） 

作業種別 単 位 数量 

製作・設置 袋  36 

製 作 〃  59 

設 置 〃  83 

撤 去 〃 135 

（９･⑤･３）

９章 砂防 ⑤ 仮締切工 ⑤-1 砂防土砂仮締切・砂防大型土のう仮締切 

- 425 - 

６．単 価 表 

 （１）砂防土砂仮締切（設置または撤去） 100ｍ3当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘  要 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3(平積0.6m3) 

日 100／D 
表3.1，表4.1 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 （２）砂防大型土のう仮締切（製作・設置） 10袋当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×10／D 表5.1，表5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D    〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D    〃 

大 型 土 の う 容量1m3 袋 10 袋材 

土 砂  m3 10 ほぐした土量 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付き 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3(平積0.6m3)・吊能力2.9t 

日 10／D 
表3.1，表5.2 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表5.3 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 （３）砂防大型土のう仮締切（製作） 10袋当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×10／D 表5.1，表5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D    〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D    〃 

大 型 土 の う 容量1m3 袋 10 袋材 

土 砂  m3 10 ほぐした土量 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付き 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3(平積0.6m3)・吊能力2.9t 

日 10／D 
表3.1，表5.2 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表5.3 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 
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５．砂防大型土のう仮締切 施工歩掛 

 ５－１ 編成人員 

     日当り編成人員は，次表を標準とする。 

 

       表５．１  日当り編成人員 （人/日）

作業種別 土木一般世話役 特殊作業員 普通作業員 

製作・設置 １ １ １ 

製 作 1 1 1 

設 置 1 1 1 

撤 去 1 1 － 

（注）１．製作・設置，製作には，横取り作業（12ｍまで：製作現場～

仮置場）を含む。 

２．製作現場と設置現場が異なる場合は，積込・荷卸・運搬等必

要な費用を別途計上する。 

３．撤去には，中詰材排出を含む。なお，袋材の処分費及び残土

処理費が必要な場合は，別途計上する。 

 

 ５－２ 日当り施工量 

     日当り施工量は，次表を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 ５－３ 諸雑費 

     諸雑費は，製作枠等の費用であり，労務費の合計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

       表５．３  諸雑費率 （％） 

作業種別 諸雑費率 

製作・設置 4 

製 作 7 

 

 

  

         表５．２  日当り施工量 （１日当り） 

作業種別 単 位 数量 

製作・設置 袋  36 

製 作 〃  59 

設 置 〃  83 

撤 去 〃 135 

（９･⑤･３）
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６．単 価 表 

 （１）砂防土砂仮締切（設置または撤去） 100ｍ3当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘  要 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・ 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3(平積0.6m3) 

日 100／D 
表3.1，表4.1 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1  

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 （２）砂防大型土のう仮締切（製作・設置） 10袋当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×10／D 表5.1，表5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D    〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D    〃 

大 型 土 の う 容量1m3 袋 10 袋材 

土 砂  m3 10 ほぐした土量 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付き 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3(平積0.6m3)・吊能力2.9t 

日 10／D 
表3.1，表5.2 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表5.3 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 （３）砂防大型土のう仮締切（製作） 10袋当り単価表 
 

名    称 規    格 単位 数 量 摘  要 

土 木 一 般 世 話 役  人 1×10／D 表5.1，表5.2 

特 殊 作 業 員  〃 1×10／D    〃 

普 通 作 業 員  〃 1×10／D    〃 

大 型 土 の う 容量1m3 袋 10 袋材 

土 砂  m3 10 ほぐした土量 

バ ッ ク ホ ウ 

(クローラ型)運転 

標準型・超低騒音型・ 

クレーン機能付き 

排出ガス対策型（2011年規制） 

山積0.8m3(平積0.6m3)・吊能力2.9t 

日 10／D 
表3.1，表5.2 

機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表5.3 

計     

(注) Ｄ：日当り施工量 

 

 

  

（９･⑤･４）
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４－１－２ 床版標準ブロック質量による係数（Ｋ） 

床版標準ブロック質量による係数は，次表を標準とする。 
 

表４．２ 床版標準ブロック質量による係数（Ｋ） 

床版標準ブロック質量 Ｋ 

500㎏未満 1.1 

500㎏以上1,000㎏未満 1.0 

1,000㎏以上2,000㎏以下 0.9 
 

４－１－３ 諸雑費 

諸雑費は，組立結束線，溶接棒，電気溶接機運転経費等の費用であり，労務費の合計額に次表の率を乗

じた金額を上限として計上する。 
 

表４．３ 諸雑費率 （％）

床版架設面積 1,000m2未満 1,000m2以上 

諸 雑 費 率 7 5 
 

４－２ コンクリート工 

床版コンクリート打設は，「第５編５章コンクリート工①コンクリート工」による。なお，打設はコンク

リートポンプ車打設を標準とし，構造物種別は鉄筋構造物とする。また，地覆コンクリート打設は，「第５

編５章コンクリート工①コンクリート工」により別途計上する。 

 

４－３ 養生工 

    養生工は，「第５編16章橋梁③鋼橋床版工」により別途計上する。 

  

４－４ 鉄筋工 

    地覆鉄筋及び各部補強鉄筋等は，市場単価により別途計上する。ただし，床版継手筋は，架設歩掛に含ま

れるため計上しない。（材料費のみ別途計上する。） 

 

４－５ 型枠工 

片側施工等で端部型枠が必要な場合は，「第５編５章コンクリート工②型枠工」の小型構造物を適用する。な

お，地覆内側型枠は，「第５編５章コンクリート工②型枠工」により別途計上する。ただし，地覆型枠外側

プレートは，架設歩掛に含まれるため計上しない。 

 

 ４－６ 足場及び防護工 

足場及び防護工は，「第２編16章橋梁①－１鋼橋架設工14. 足場工，防護工及び登り桟橋工」の床版足場

を適用する。 
 

５． 単 価 表 

（１）床版架設100ｍ2当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人 y×1 表3.1，表4.1 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃 y×2 〃 

溶 接 工  〃 y×1 〃 

普 通 作 業 員  〃 y×3 〃 

ト ラ ッ ク ク レ ー ン 
又 は 
ラフテレーンクレーン 

油圧伸縮ジブ型4.9t吊 
又は 
油圧伸縮ジブ型・排出ガス対策型(第1次基準値)16t吊  

日 y 
表2.1，表4.1 
機械賃料 

諸 雑 費  式 1 表4.3 

計     

（注）ｙ：床版100ｍ2当り架設日数（日／100ｍ2）（表４．１） 
  

（16･④･２）
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⑤ ポストテンション桁製作工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，ポストテンション単純Ｔ桁（支間長45ｍ以下のＰＣ定着工法）の現場製作工に適用する。セメント

は早強セメントを標準とする。 

なお，本資料は，Ａ又はＢ活荷重桁に適用する。 

 

 

参考図（ポストテンション桁標準断面図） 

 
 

 

２． 施 工 概 要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

 

３． 施 工 歩 掛 

３－１ ポストテンション桁製作工 

   ポストテンション桁製作工とは，フロー図に示すとおり，門型クレーンの設置からポストテンションＴ桁

の製作にかかる一連の作業であり，歩掛は次表を標準とする。 
 

 表３．１ ポストテンション桁製作工歩掛   (人／コンクリート10ｍ3当り)

橋りょう 
世 話 役 

橋りょう 
特 殊 工 

土木一般 
世 話 役 

特 殊 
作 業 員 鉄 筋 工 型わく工 と び 工 普 通 

作 業 員 

1.3 4.4 1.7 1.5 5.1 3.9 0.6 9.2 

（注）１．コンクリート打設方法は，門型クレーン打設を標準とする。 

２．コンクリート養生は，散水，給熱を問わず適用出来る。 

３．重量台車による縦移動仮置きは，別途計上する。 

 

（16･⑤･１）
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 ３－２ 諸雑費 

諸雑費は，ポストテンション桁製作工にかかわる材料費（鉄筋，鋼製シース，グラウト材（超低粘性型），

グラウトホース，ビニルテープ等），消耗品費及び電力に関する経費等の費用であり，表３．１の労務費の合

計額に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

表３．２ 諸雑費率 （％） 

諸 雑 費 率 38 

 

４． 使 用 材 料 

使用材料として計上するものは，コンクリート，ＰＣケーブル，定着具のみとし，コンクリート，ＰＣケーブ

ルの使用量は，次式による。また，定着具は必要数量計上する。なお，ＰＣケーブルの切断ロス等のスクラップ

控除はしない。 

   使用量＝設計量×（１＋Ｋ）……式４．１ 

    Ｋ：ロス率 
 

表４．１ ロス率（Ｋ） 

材 料 ロ ス 率 

コンクリート ＋0.02 

ＰＣケーブル ＋0.05 

 

５． 機 種 の選 定 等 

 ５－１ 機種の選定 

   ポストテンション桁製作工に使用する機械・規格は，次表を標準とする。 
 

表５．１ 機種の選定 (１工事当り) 

作 業 種 別 名 称 規 格 単位 数量 供用日数 摘 要 

緊 張 工 緊張ジャッキ・ポンプ 各種 組 2 Ａ  

門型クレーン工 門 型 ク レ ー ン 
電 動 ホ イ ス ト 

3.0t吊 
3.0t吊用 

基 
台 

1 
1 

Ａ 
Ａ  

主桁製作用型枠 鋼 製 型 枠 ポストテンション桁用 m2･日 必要量 Ａ  

（注）１．Ａ＝供用日数 

＝0.19×Ｖ×α＋24 

Ｖ：コンクリート量（ｍ3） 

α：供用日補正係数 

供用日補正係数は，下記による。 

 
 

支間長L（m） 

 L≦35 35＜L≦40 40＜L≦45 

α 1.0 0.73 0.60 

２．鋼製型枠面積の算出にあたっては，側部及び端部面積のみとし，定着部面積は考慮しないものとする。な

お，底型枠は主桁製作台を利用する。 

３．鋼製型枠は１組を標準とし，必要数量を計上する。 

 

５－２ 雑機械費 

   雑機械費は，ポストテンション桁製作工に必要な表５．１の機械器具を除く雑機械（グラウトポンプ，グ

ラウト流量計，水槽，空気圧縮機，真空ポンプ等）の損料等の費用であり，表５．１の機械器具損料の合計額

に次表の率を乗じた金額を上限として計上する。 
 

表５．２ 雑機械費率 （％）

雑 機 械 費 率 83 

 

（16･⑤･２）
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６． 単 価 表 

（１）主桁１本当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

橋 り ょ う 世 話 役  人  表3.1×主桁1本当りコンクリート量／10 

橋 り ょ う 特 殊 工  〃  〃 

土 木 一 般 世 話 役  〃  〃 

特 殊 作 業 員  〃  〃 

鉄 筋 工  〃  〃 

型 わ く 工  〃  〃 

と び 工  〃  〃 

普 通 作 業 員  〃  〃 

コ ン ク リ ー ト  m3  表4.1 

Ｐ Ｃ ケ ー ブ ル  kg  〃 

定 着 具  組  必要数量計上 

諸 雑 費  式 1 表3.2 

計     
 

（２）機械器具損料１工事当り単価表 
 

名 称 規 格 単位 数量 摘 要 

緊 張 ジ ャ ッ キ 
・ ポ ン プ 

 組･日  表5.1 
機械損料 

門 型 ク レ ー ン 3t吊(電動ホイスト含む) 日  表5.1 
機械損料 

主桁製作用鋼製型枠  m2･日  表5.1 
機械損料 

雑 機 械 費  式 1 表5.2 

計     

 

 

（16･⑤･３）
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⑧ ＰＣ橋片持架設工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，ＰＣ橋のうち，最大支間長170ｍ以下で，２主桁の場所打ち片持架設工（斜張橋は除く）に適用する。 

 

２． 施 工 概 要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 

 

３． 機 種 の 選 定 

機械・規格の選定は，次表を標準とする。 
 

表３．１ 機種の選定 

作 業 種 別 機 械 名 規 格 摘 要 

資 材 吊 込 ラフテレーンクレーン 油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型（第1次基準値）25t吊  

金 属 支 承 据 付 ラフテレーンクレーン 油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型（第1次基準値）45t吊  

作業車組立・解体 ラフテレーンクレーン 油圧伸縮ジブ型・ 
排出ガス対策型（第1次基準値）45t吊  

コンクリート打設 コンクリートポンプ車 トラック架装・ブーム式 圧送能力90～110m3／h又は 
トラック架装・配管式  圧送能力90～100m3／h  

（注）１．資材吊込とは，支保工，型枠工，鉄筋工及びＰＣ工等の吊込作業とする。 
２．資材吊込，金属支承据付，作業車据付・解体機械については，現場条件によりこれにより難い場合

は，別途考慮する。 
３．各機械の歩掛は，各施工歩掛に含まれている。 
４．ラフテレーンクレーンは，賃料とする。 

（16･⑧･１）

（仮固定ＰＣ鋼棒の解放， 
仮支承の撤去） 

・支保工 
・型枠工 
・鉄筋工 Ａ工程 
・コンクリート工 
・ＰＣ工 
・柱頭部仮固定工 

・作業車据付 
・１ブロック毎施工 

Ａ工程 
・作業車引戻し工 
・作業車解体 

・Ａ工程 

・Ａ工程 

柱 頭 部 工 

準 備 工 

片 持 部 工 

脚 頭 部 工 

中 央 閉 合 部 工 

側径間部工 

柱 頭 部 支 承 工 

橋面手摺工 

片 付 け 工 

仮 固 定 撤 去 工 

16章 橋梁 ⑧ ＰＣ橋片持架設工 

- 817 - 

４． 脚 頭 部 工 

脚頭部工については，柱頭部工による。 

 

５． 支 保 工 

５－１ 工法 

工法は，次表を標準とする。 
 

表５．１ 工法 

施 工 場 所 作 業 種 別 

柱 頭 部 ブ ラ ケ ッ ト 式 
上支保工 

本体工 

中 央 閉 合 部 吊支保工 

張 出 床 版 部 枠組支保工 

箱 桁 内 部 枠組支保工 

（注）１．支保工工法の選定にあたっては，立地条件，構造条件，工事規模，工期等

を考慮し，それらの諸条件に適合し，かつ安全で経済的なものを選定する。 

２．側径間部支保工における，くさび結合・支柱支保については，「第２編

16章橋梁⑫架設支保工」による。 

３．柱頭部，側径間部及び中央閉合部は，次図のとおりとする。 

 

 

 

 

（16･⑧･２）

参考図（柱頭部支保工） 

＜ブラケット式支保工＞ 

柱頭部 

柱頭部前面足場工 

前面足場工 

橋 側 足 場 

柱頭部施工長 
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 11－５ ＰＣケーブル工 

  11－５－１ ＰＣケーブル工歩掛 

     ＰＣケーブル工は，ＰＣケーブル，シースの加工組立，ＰＣケーブル挿入及びグラウト材の練混ぜ，注

入等の作業で，歩掛は次表を標準とする。 
 

   表11．５ ＰＣケーブル工歩掛 （ケーブル１ｔ当り）

名 称 単位 

縦 締 横 締 

1,900kN(195t)型(12S12.4A) 
2,200kN(225t)型(12S12.7B) 570kN(60t)型(1S21.8) 

橋 り ょ う 世 話 役 人 4.1 4.4 

橋 り ょ う 特 殊 工 〃 21.8 20.7 

普 通 作 業 員 〃 15.8 17.0 

ラフテレーンクレーン 
運 転 日 0.6 

諸 雑 費 率 ％ 18 

（注）１．上記歩掛に，現場内小運搬作業は含まれる。 

２．ラフテレーンクレーンは賃料とし，ラフテレーンクレーン規格は，油圧伸縮ジブ型・排出ガス

対策型（第１次基準値）25ｔ吊を標準とする。ただし，これにより難い場合は，現場条件に適し

た規格のラフテレーンクレーンを選定する。 

３．諸雑費は，鋼製シース，グラウト材（超低粘性型），ビニルテープ，結束線及びシース棚筋等の費

用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

  11－５－２ ＰＣケーブル使用量 

     ＰＣケーブル使用量は，次式による。 

      使用量（ｔ）＝設計量（ｔ）×（１＋Ｋ）……式11．１ 

       Ｋ：ロス率 
 

表11．６ ロス率（Ｋ） 

ロ ス 率 ＋0.06 

 

 11－６ ＰＣケーブル定着工 

ＰＣケーブル定着工は，ＰＣケーブルを片引きする場合に固定側の定着装置を組立て，取付ける作業であ

り，歩掛は次表を標準とする。 
 

表11．７ ＰＣケーブル定着工歩掛           （10箇所当り）

名 称 単位 

縦 締 横 締 

1,900kN(195t)型(12S12.4A) 
2,200kN(225t)型(12S12.7B) 570kN(60t)型(1S21.8) 

橋りょう特殊工 人 3.0 1.2 

諸 雑 費 率 ％ 18 41 

（注）諸雑費は，定着部型枠，グラウトホース，ビニルテープ等の費用であり，労務費の合計額に上表の

率を乗じた金額を上限として計上する。 
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 11－７ ＰＣケーブル緊張工 

ＰＣケーブル緊張工は，緊張側の定着装置の組立，取付け及びＰＣケーブルの緊張作業で，歩掛は次表を

標準とする。 
 

表11．８ ＰＣケーブル緊張工歩掛         （10箇所当り）

名 称 単
位 

縦締（両引き） 縦締（片引き） 横 締 

1,900kN(195t)型(12S12.4A) 
2,200kN(225t)型(12S12.7B) 570kN(60t)型(1S21.8) 

橋りょう世話役 人 1.1 1.5 0.7 

橋りょう特殊工 〃 6.6 8.7 3.1 

普 通 作 業 員 〃 3.0 5.3 1.8 

諸 雑 費 率 ％ 6 13 

（注）諸雑費は，定着部型枠，グラウトホース，結束線，ビニルテープ等の費用であり，労務費の

合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

12． 足場及び防護工 

足場及び防護工等は，次式とする。 

Ｍ：施工費 

Ｓ：損料係数（表12．１～表12．４） 

Ｘ：供用総月数 

ｍ：１工事での使用回数 

Ｎ：歩掛係数（表12．１～表12．４） 

ｙ：橋りょう特殊工単価（円／人） 

Ａ：施工量 

 

 12－１ 柱頭部足場工 

    柱頭部の足場についての歩掛は，次表を標準とする。 
 

表12．１ 柱頭部足場工 （柱頭部橋面積１ｍ2当り）

桁 高 Ｓ Ｎ 

柱頭部桁高6m未満 728 0.36 

柱頭部桁高6m以上 951 0.71 

（注）上記歩掛は，橋側足場を含む。 

 

12－２ 橋側足場工 

    中央閉合部の支保工上に設置する足場で，歩掛は次表を標準とする。 
 

表12．２ 橋側足場工 （施工延長１ｍ当り）

Ｓ Ｎ 

510 0.17 

 

 12－３ 橋面手摺工 

    橋面手摺についての歩掛は，次表を標準とする。 
 

表12．３ 橋面手摺工 （施工延長１ｍ当り）

Ｓ Ｎ 

265 0.054 
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⑲ 橋梁検査路架設工 

１． 適 用 範 囲 

   本資料は，鋼橋・ＰＣ橋の橋台・橋脚・桁間へ橋梁検査路を設置する作業に適用する。 

検査路の材質は鋼製，アルミ製，ＦＲＰ製とする。なお，工場における鋼橋製作に検査路が含まれている場

合，本歩掛は適用できない。 

 また，検査路更新工事において旧検査路撤去に関するアンカー孔処理，主桁ブラケット塗装等，撤去におけ

る一切の作業は含まない。 

 

２． 施 工 概 要 

   施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。        

      

３． 施 工 歩 掛 

 ３－１ アンカーボルト設置歩掛 

   検査路架設にかかるアンカーボルト設置歩掛は，次表を標準とする。 
 

表３．１ アンカーボルト設置歩掛    （100本当り） 

名 称 規 格 単 位 
数 量 

足場有り 足場無し 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.2 

特 殊 作 業 員  〃 1.3 

普 通 作 業 員  〃 0.7 

ア ン カ ー ボ ル ト 各種 本 100 

高 所 作 業 車 運 転 トラック架装リフト（幅広デッキ，
ブーム型）作業床高12m 日 － 1.1 

諸 雑 費 率  ％ 2 

(注) １．本歩掛は，検査路を架設する際のアンカーボルト設置（コンクリート削孔含む）である。 

２．諸雑費は，ハンマドリル・発動発電機の損料，燃料等の費用であり，労務費の合計額に上

表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

３．足場の設置は，別途計上する。 

４．高所作業車は，賃料とする。 

なお，現場条件等により上記の高所作業車規格により難い場合は，別途考慮する。 
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３－２ 検査路架設歩掛 

   検査路架設歩掛は，次表を標準とする。 
 

表３．２ 検査路架設歩掛 （10ｍ当り） 

名 称 規 格 単 位 
数   量 

足場有り 足場無し 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.7 

特 殊 作 業 員  〃 1.7 

普 通 作 業 員  〃 0.8 

ト ラ ッ ク 運 転 クレーン装置付ベーストラック4t級 
吊能力2.9t 日 0.71 

高 所 作 業 車 運 転 トラック架装リフト（幅広デッキ，
ブーム型）作業床高12m 〃 － 0.71 

諸 雑 費 率  ％ 0.3 

(注) １．本歩掛は，歩廊設置を含まない場合は適用できない。（（例）昇降設備のみ設置等） 

２．本歩掛は，トラック[クレーン装置付]により検査路を架設（現地組立，ブラケット設置，

昇降設備設置含）するものである。 

３．諸雑費は，インパクトレンチ・チェーンブロックの損料の費用であり，労務費の合計額に

上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

４．足場の設置は，別途計上する。 

５．高所作業車は，賃料とする。 

  なお，現場条件等により上記の高所作業車規格により難い場合は，別途考慮する。 

６．トラック[クレーン装置付]は，賃料とする。 

  なお，現場条件等により上記のトラック[クレーン装置付]規格により難い場合は，別途考慮

する。 

７．検査路の数量は，歩廊長（中心延長）とする。 

 

 

 

（16･⑲･２）
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⑲ 橋梁検査路架設工 

１． 適 用 範 囲 

   本資料は，鋼橋・ＰＣ橋の橋台・橋脚・桁間へ橋梁検査路を設置する作業に適用する。 

検査路の材質は鋼製，アルミ製，ＦＲＰ製とする。なお，工場における鋼橋製作に検査路が含まれている場

合，本歩掛は適用できない。 

 また，検査路更新工事において旧検査路撤去に関するアンカー孔処理，主桁ブラケット塗装等，撤去におけ

る一切の作業は含まない。 

 

２． 施 工 概 要 

   施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(注)本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。        

      

３． 施 工 歩 掛 

 ３－１ アンカーボルト設置歩掛 

   検査路架設にかかるアンカーボルト設置歩掛は，次表を標準とする。 
 

表３．１ アンカーボルト設置歩掛    （100本当り） 

名 称 規 格 単 位 
数 量 

足場有り 足場無し 

土 木 一 般 世 話 役  人 1.2 

特 殊 作 業 員  〃 1.3 

普 通 作 業 員  〃 0.7 

ア ン カ ー ボ ル ト 各種 本 100 

高 所 作 業 車 運 転 トラック架装リフト（幅広デッキ，
ブーム型）作業床高12m 日 － 1.1 

諸 雑 費 率  ％ 2 

(注) １．本歩掛は，検査路を架設する際のアンカーボルト設置（コンクリート削孔含む）である。 

２．諸雑費は，ハンマドリル・発動発電機の損料，燃料等の費用であり，労務費の合計額に上

表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

３．足場の設置は，別途計上する。 

４．高所作業車は，賃料とする。 

なお，現場条件等により上記の高所作業車規格により難い場合は，別途考慮する。 

  

（16･⑲･１）

検

査

路

架

設 

足

場

撤

去 

機
材
搬
出
・
後
片
付
け 

準

備

・

機

材

搬

入 

足

場

設

置 

ア
ン
カ
ー
ボ
ル
ト
設
置 

16章 橋梁 ⑲ 橋梁検査路架設工 

- 903 - 

３－２ 検査路架設歩掛 

   検査路架設歩掛は，次表を標準とする。 
 

表３．２ 検査路架設歩掛 （10ｍ当り） 

名 称 規 格 単 位 
数   量 

足場有り 足場無し 

土 木 一 般 世 話 役  人 0.7 

特 殊 作 業 員  〃 1.7 

普 通 作 業 員  〃 0.8 

ト ラ ッ ク 運 転 クレーン装置付ベーストラック4t級 
吊能力2.9t 日 0.71 

高 所 作 業 車 運 転 トラック架装リフト（幅広デッキ，
ブーム型）作業床高12m 〃 － 0.71 

諸 雑 費 率  ％ 0.3 

(注) １．本歩掛は，歩廊設置を含まない場合は適用できない。（（例）昇降設備のみ設置等） 

２．本歩掛は，トラック[クレーン装置付]により検査路を架設（現地組立，ブラケット設置，

昇降設備設置含）するものである。 

３．諸雑費は，インパクトレンチ・チェーンブロックの損料の費用であり，労務費の合計額に

上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

４．足場の設置は，別途計上する。 

５．高所作業車は，賃料とする。 

  なお，現場条件等により上記の高所作業車規格により難い場合は，別途考慮する。 

６．トラック[クレーン装置付]は，賃料とする。 

  なお，現場条件等により上記のトラック[クレーン装置付]規格により難い場合は，別途考慮

する。 

７．検査路の数量は，歩廊長（中心延長）とする。 
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４． 単 価 表 

 (１) アンカーボルト設置100本当り単価表 
 

    （100本当り） 

名 称 規 格 単 位 数 量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.1 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

ア ン カ ー ボ ル ト 各種 本 100  

高 所 作 業 車 運 転 
トラック架装リフト 
（幅広デッキ，ブーム型）
作業床高12m 

日  
表3.1機械賃料 
足場を使用しない場
合に計上 

諸 雑 費  式 １ 表3.1 

計     

 

 (２) 検査路架設10ｍ当り単価表 
 

    （10ｍ当り） 

名 称 規 格 単 位 数 量 摘 要 

土 木 一 般 世 話 役  人  表3.2 

特 殊 作 業 員  〃   〃 

普 通 作 業 員  〃   〃 

ト ラ ッ ク 運 転 
クレーン装置付 
ベーストラック4t級 
吊能力2.9t 

日  表3.2機械賃料 

高 所 作 業 車 運 転 
トラック架装リフト 
（幅広デッキ，ブーム型）
作業床高12m 

〃  
表3.2機械賃料 
足場を使用しない場
合に計上 

諸 雑 費  式 １ 表3.2 

計     

(注) 検査路の材料費は，別途計上する。 

 

（３）機械運転単価表 
 

機 械 名 規 格 適用単価表 指 定 事 項 

高 所 作 業 車 
トラック架装リフト 
（幅広デッキ，ブーム型）
作業床高12m 

機－28 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→ 23 
機械賃料数量→  1.36 

ト ラ ッ ク 
クレーン装置付 
ベーストラック4t級 
吊能力2.9t 

機－28 
運転労務数量→  1.00 
燃料消費量→ 29 
機械賃料数量→  1.31 
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17章．公 園 

① 公園植栽工 
 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，公園の植栽作業及び移植作業に適用する。なお，高木とは，樹高３ｍ以上，中低木とは，樹高３ｍ

未満とする。 

 

２． 施 工 概 要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本歩掛で対応しているのは，実線部分のみである。 

図２－１ 施工フロー 
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３． 施工パッケージ 

３－１ 目地板 

（１）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 目地板 積算条件区分一覧 

（積算単位：m2） 

1 工事当り使用量 目地板の種類 

30ｍ2 未満 

瀝青質目地板 t=10mm 

瀝青繊維質目地板 t=10mm 

樹脂発泡体(15 倍発泡) t=10mm 

樹脂発泡体(30 倍発泡) t=10mm 

ゴム発泡体 t=10mm 

発泡スチロール t=10mm 

瀝青質目地板 t=20mm 

瀝青繊維質目地板 t=20mm 

樹脂発泡体(15 倍発泡) t=20mm 

樹脂発泡体(30 倍発泡) t=20mm 

ゴム発泡体 t=20mm 

発泡スチロール t=20mm 

各種 

30ｍ2 以上 

瀝青質目地板 t=10mm 

瀝青繊維質目地板 t=10mm 

樹脂発泡体(15 倍発泡) t=10mm 

樹脂発泡体(30 倍発泡) t=10mm 

ゴム発泡体 t=10mm 

発泡スチロール t=10mm 

瀝青質目地板 t=20mm 

瀝青繊維質目地板 t=20mm 

樹脂発泡体(15 倍発泡) t=20mm 

樹脂発泡体(30 倍発泡) t=20mm 

ゴム発泡体 t=20mm 

発泡スチロール t=20mm 

各種 

（注）１．上表は，コンクリート構造物の継目に対する目地板の切断工具，取付工具及び設置等，その施工

に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等含む）を含む。 

２．目地板の材料ロスを含む。（標準ロス率は，30ｍ2未満は＋0.22，30ｍ2 以上は＋0.11） 

（３･㉒･２）
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（２）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表３．２ 目地板 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ１ －  

Ｋ２ －  

Ｋ３ －  

労務 

Ｒ１ 普通作業員  

Ｒ２ 土木一般世話役  

Ｒ３ －  

Ｒ４ －  

材料 

Ｚ１ 瀝青繊維質目地板 厚さ 10mm  

Ｚ２ －  

Ｚ３ －  

Ｚ４ －  

市場単価 Ｓ －  

 

 

（３･㉒･３）
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４－２ モルタル練 

（１）条件区分 

条件区分は,次表を標準とする。 

 

                  表４．６ モルタル練 積算条件区分一覧    （積算単位：m3） 

セメント種類 

普通 

高炉 

 

表４．７ モルタル材料       （1m3 当り） 

混 合 比 セ メ ン ト 砂 

1：3 530 ㎏ 1.05 m3 

（注）１．上表は,人力によるモルタル練作業の他,スコップ,コテ,バケツ,一輪車,水平器等,その施工に

必要な全ての機械・労務・材料(損料等)を含む。 

２．上表は,材料ロスを含む。 

３．上表は,目地等の仕上げを含まない。 

 

（２）代表機労材規格 

下表機労材は,当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表４．８ モルタル練 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ１ －  

Ｋ２ －  

Ｋ３ －  

労務 

Ｒ１ 普通作業員  

Ｒ２ 土木一般世話役  

Ｒ３ －  

Ｒ４ －  

材料 

Ｚ１ セメント 高炉 B 25 ㎏袋入  

Ｚ２ 砂 細目（洗い）  

Ｚ３ －  

Ｚ４ －  

市場単価 Ｓ －  
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５． 施 工 歩 掛 

５－１ 圧送管組立・撤去 

５－１－１ 適用範囲 

本歩掛は,表５．１に示す施工パッケージ以外で,コンクリートポンプ車から作業範囲 30m を超える場合の,

超えた部分の圧送管延長分の組立・撤去に適用する。 

               表５．１ 本歩掛が適用出来ない施工パッケージ 

・函渠（１）  ・重力式擁壁  ・もたれ式擁壁 

・逆Ｔ型擁壁 

・コンクリート 

 

 

・Ｌ型擁壁 

 

 

 

・コンクリート打設（深礎工） 

 

 

５－１－２ 圧送管組立・撤去歩掛 

コンクリートポンプ車から作業範囲 30ⅿ を超える場合は，超えた部分の圧送管延長分について，次表の労

務を，組立・撤去歩掛として計上する。 

なお，これにより難い場合は，別途考慮する。 

 

表５．２ 圧送管組立・撤去歩掛             (10ｍ当り) 

名   称 単 位 組 立 撤 去 

普 通 作 業 員 人 0.26 0.20 

（注）圧送管の固定足場（受枠）を必要とする場合は，別途計上する。 

 

５－２ 養生工 

５－２－１ 適用範囲 

本歩掛は,表５．３に示す施工パッケージ以外の養生工に適用する。 

表５．３ 本歩掛が適用出来ない施工パッケージ 

・ヒューム管（B形管）  ・函渠（1）  ・現場打基礎コンクリート 

・天端コンクリート  ・小型擁壁  ・重力式擁壁 

・もたれ式擁壁 

・コンクリート打設（深礎工） 

 

 

・逆Ｔ型擁壁 

・コンクリート 

 

 

・L 型擁壁 

 

 

５－２－２ 一般養生工 

一般養生工における歩掛は，次表を標準とする。 

表５．４ 養生歩掛                     （10m3 当り） 

名   称 単 位 無筋構造物 鉄筋構造物 小型構造物 

土 木 一 般 世 話 役 人 0.08 0.05 0.18 

普 通 作 業 員 〃 0.25 0.13 0.52 

諸 雑 費 率 ％ 10 21 13 

（注）諸雑費は，シート，養生マット，角材，パイプ，散水等に使用する機械の損料及び電力に関する経費

等の費用であり，労務費の合計額に上表の率を乗じた金額を上限として計上する。 

 

５－３ 養生工（特殊養生） 

５－３－１ 適用範囲 

本歩掛は，表５.５に示す施工パッケージ以外の河川，海岸，道路工事等における寒中コンクリートの養生

に適用する。なお，養生方法は給熱養生を標準とし，異形ブロック製作における養生は，適用しない。 

表５．５ 本歩掛が適用出来ない施工パッケージ 

・ヒューム管（B形管）   ・函渠（1）   ・現場打基礎コンクリート 

・天端コンクリート  ・小型擁壁  ・重力式擁壁 

・もたれ式擁壁 

・コンクリート打設（深礎工） 
  

・逆 T型擁壁 

・コンクリート 
  

・L 型擁壁 
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1８章．そ の 他 

① 現場発生品及び支給品運搬 

 

 

１． 適 用 範 囲 

本資料は，現場発生品・支給品運搬に適用する。 

１－１ 適用出来る範囲 

（１）防護柵，コンクリート二次製品，鋼材等の現場発生品又は支給品の積込み，荷卸し及び指定箇所まで 

の運搬 

（２）一般道及び自動車専用道を利用する場合 

１－２ 適用出来ない範囲は，以下のいずれかの条件に該当する場合 

（１）4～4.5t 級車を超える車種を使用する場合 

（２）現場発生品又は支給品以外の積込み，運搬 

（３）構造物等の撤去歩掛及び施工パッケージに運搬車両への積込みまで含まれる場合 
 

２． 施 工 概 要 

施工フローは，下記を標準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）１．本施工パッケージで対応しているのは，二重実線部分のみである。 

   ２. 自動車専用道の利用の有無にかかわらず適用できる。 
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３． 施 工 パッケージ 

３－１ 現場発生品及び支給品積込み・荷卸し 

（１）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 現場発生品及び支給品積込み・荷卸し 積算条件区分一覧 

（積算単位：ｔ） 

トラック機種 

トラック［クレーン装置付］ 

ベーストラック 2t 級，吊能力 2.9t 

トラック［クレーン装置付］ 

ベーストラック 4～4.5t 級，吊能力 2.9t 

（注）１．上表は，構造物等撤去に伴う現場発生材や防護柵，コンクリート二次製品，鋼材等の現場発生品又は支

給品の積込み，荷卸し等，その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

２．現場発生品及び支給品積込み・荷卸しは発生（又は支給）する工種毎に直接工事費として計上する。 

  

（２）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表３．２ 現場発生品及び支給品積込み・荷卸し 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ１ 

トラック［クレーン装置付］ベーストラック 2t 級 
吊能力 2.9t 

 

トラック［クレーン装置付］ベーストラック 4～4.5t 級 
吊能力 2.9t 

 

Ｋ２ -  

Ｋ３ -  

労務 

Ｒ１ 運転手（特殊）  

Ｒ２ 特殊作業員  

Ｒ３ -  

Ｒ４ -  

材料 

Ｚ１ 軽油 パトロール給油  

Ｚ２ -  

Ｚ３ -  

Ｚ４ -  

市場単価 Ｓ -  
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３－２ 現場発生品及び支給品運搬 

（１）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

表３．３ 現場発生品及び支給品運搬 積算条件区分一覧 

（積算単位：ｔ） 

トラック機種 DID区間の有無 片道運搬距離 

トラック［クレーン装置付］ 

ベーストラック 2t 級，吊能力 2.9t 

無し （表 3.4） 

有り （表 3.5） 

トラック［クレーン装置付］ 

ベーストラック 4～4.5t 級，吊能力 2.9t 

無し （表 3.4） 

有り （表 3.5） 

（注）１．運搬距離が 65km を超える場合は別途考慮する。 

２．有料道路を利用する場合は利用料金を別途計上すること。 

 

表３．４ 運搬距離（１） 

積算条件 区分 

運搬距離 

2.0km以下 

4.0km以下 

6.0km以下 

8.5km以下 

11.0km以下 

14.0km以下 

17.0km以下 

20.5km以下 

24.0km以下 

28.0km以下 

32.5km以下 

37.5km以下 

43.0km以下 

49.0km以下 

55.5km以下 

62.5km以下 

65.0km以下 
 

表３．５ 運搬距離（２） 

積算条件 区分 

運搬距離 

1.5km以下 

3.0km以下 

5.0km以下 

7.0km以下 

9.0km以下 

11.5km以下 

14.0km以下 

17.0km以下 

20.0km以下 

23.5km以下 

27.5km以下 

31.5km以下 

36.0km以下 

41.0km以下 

46.5km以下 

52.5km以下 

59.0km以下 

65.0km以下 

（18･①･３）
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３． 施 工 パッケージ 

３－１ 現場発生品及び支給品積込み・荷卸し 

（１）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

 

表３．１ 現場発生品及び支給品積込み・荷卸し 積算条件区分一覧 

（積算単位：ｔ） 

トラック機種 

トラック［クレーン装置付］ 

ベーストラック 2t 級，吊能力 2.9t 

トラック［クレーン装置付］ 

ベーストラック 4～4.5t 級，吊能力 2.9t 

（注）１．上表は，構造物等撤去に伴う現場発生材や防護柵，コンクリート二次製品，鋼材等の現場発生品又は支

給品の積込み，荷卸し等，その施工に必要な全ての機械・労務・材料費（損料等を含む）を含む。 

２．現場発生品及び支給品積込み・荷卸しは発生（又は支給）する工種毎に直接工事費として計上する。 

  

（２）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表３．２ 現場発生品及び支給品積込み・荷卸し 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ１ 

トラック［クレーン装置付］ベーストラック 2t 級 
吊能力 2.9t 

 

トラック［クレーン装置付］ベーストラック 4～4.5t 級 
吊能力 2.9t 

 

Ｋ２ -  

Ｋ３ -  

労務 

Ｒ１ 運転手（特殊）  

Ｒ２ 特殊作業員  

Ｒ３ -  

Ｒ４ -  

材料 

Ｚ１ 軽油 パトロール給油  

Ｚ２ -  

Ｚ３ -  

Ｚ４ -  

市場単価 Ｓ -  
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３－２ 現場発生品及び支給品運搬 

（１）条件区分 

条件区分は，次表を標準とする。 

表３．３ 現場発生品及び支給品運搬 積算条件区分一覧 

（積算単位：ｔ） 

トラック機種 DID区間の有無 片道運搬距離 

トラック［クレーン装置付］ 

ベーストラック 2t 級，吊能力 2.9t 

無し （表 3.4） 

有り （表 3.5） 

トラック［クレーン装置付］ 

ベーストラック 4～4.5t 級，吊能力 2.9t 

無し （表 3.4） 

有り （表 3.5） 

（注）１．運搬距離が 65km を超える場合は別途考慮する。 

２．有料道路を利用する場合は利用料金を別途計上すること。 

 

表３．４ 運搬距離（１） 

積算条件 区分 

運搬距離 

2.0km以下 

4.0km以下 

6.0km以下 

8.5km以下 

11.0km以下 

14.0km以下 

17.0km以下 

20.5km以下 

24.0km以下 

28.0km以下 

32.5km以下 

37.5km以下 

43.0km以下 

49.0km以下 

55.5km以下 

62.5km以下 

65.0km以下 
 

表３．５ 運搬距離（２） 

積算条件 区分 

運搬距離 

1.5km以下 

3.0km以下 

5.0km以下 

7.0km以下 

9.0km以下 

11.5km以下 

14.0km以下 

17.0km以下 

20.0km以下 

23.5km以下 

27.5km以下 

31.5km以下 

36.0km以下 

41.0km以下 

46.5km以下 

52.5km以下 

59.0km以下 

65.0km以下 

（18･①･３）
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（２）代表機労材規格 

下表機労材は，当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。 

 

表３．６ 現場発生品及び支給品運搬 代表機労材規格一覧 

項目 代表機労材規格 備考 

機械 

Ｋ１ 

トラック［クレーン装置付］ベーストラック 2t 級 
吊能力 2.9t 

 

トラック［クレーン装置付］ベーストラック 4～4.5t
級 吊能力 2.9t 

 

Ｋ２ -  

Ｋ３ -  

労務 

Ｒ１ 運転手（特殊）  

Ｒ２ 特殊作業員  

Ｒ３ -  

Ｒ４ -  

材料 

Ｚ１ 軽油 パトロール給油  

Ｚ２ -  

Ｚ３ -  

Ｚ４ -  

市場単価 Ｓ -  
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② 作業日当り標準作業量 

１． 適 用 

本章に掲載した作業日当り標準作業量は，施工パッケージ型積算基準に沿った条件，工法での設定であり，工

程，作業日数等の検討のための参考として，とりまとめたものである。 

設定した作業量は，あくまでも標準施工の場合であるので，当該工事の施工条件，施工方法，制約条件等十分

考慮し，適用の可否を検討のうえ，使用されたい。 
 

２． 作業日当り標準作業量 

工 種 名 設      定     内     容 

1.土工 ① 掘削 

土質 施工方法 

押土 

の 

有無 

障害 

の 

有無 

施工数量 
火薬

使用 

破砕

片除

去の

有無 

集積 

押土 

の 

有無 

作業日当り 

標準作業量 

土砂 

オープン 

カット 

有り － 

普通土30,000m3未

満又は湿地軟弱土 
－ － － 320 m3/日 

30,000m3以上 － － － 710 m3/日 

無し 

無し 

5,000m3未満    230 m3/日 

5,000m3以上 

10,000m3未満 
－ － － 270 m3/日 

10,000m3以上 

50,000m3未満 
－ － － 330 m3/日 

50,000m3以上 － － － 500 m3/日 

有り 

5,000m3未満    140 m3/日 

5,000m3以上 

10,000m3未満 
－ － － 170 m3/日 

10,000m3以上 

50,000m3未満 
－ － － 210 m3/日 

50,000m3以上 － － － 320 m3/日 

片切掘削 － － － － － － 220 m3/日 

水中掘削 － － － － － － 260 m3/日 

現場制約 

あり 
－ － － － － － 4 m3/日 

上記以外 

（小規模） 
－ － 

1箇所100m3以下 

（標準） 
－ － － 37 m3/日 

1箇所100m3以下 

（標準以外） 
－ － － 15 m3/日 

岩塊 

・ 

玉石 

オープン 

カット 

有り － 

普通土30,000m3未

満又は湿地軟弱土 
－ － － 200 m3/日 

30,000m3以上 － － － 440 m3/日 

無し 

無し 

5,000m3未満    180 m3/日 

5,000m3以上 

10,000m3未満 
－ － － 210 m3/日 

10,000m3以上 

50,000m3未満 
－ － － 250 m3/日 

50,000m3以上 － － － 410 m3/日 

有り 

5,000m3未満    110 m3/日 

5,000m3以上 

10,000m3未満 
－ － － 130 m3/日 

10,000m3以上 

50,000m3未満 
－ － － 150 m3/日 

50,000m3以上 － － － 260 m3/日 

水中掘削 － － － － － － 180 m3/日 

現場制約 

あり 
－ － － － － － 3 m3/日 

（つづく） 
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工 種 名 設      定     内     容 

17.コンクリー

トブロック 

積（張）工 

① コンクリートブロック積（張） 

工 種 名 
ブロック質量 

又は種類等 

作業日当り 

標準作業量 

間知ブロック積 150㎏／個以上 730㎏／個以下 13 m2／日 

大型ブロック積 

2,000kg／個以下 

（バックホウ据付） 
43 m2／日 

2,000kg／個を超え4,600kg／個以下 

（クレーン据付） 
47 m2／日 

間知ブロック張 

150㎏／個未満 45 m2／日 

150㎏／個以上 770㎏／個以下 96 m2／日 

平ブロック張 

150㎏／個未満 37 m2／日 

150㎏／個以上 770㎏／個以下 97 m2／日 

連節ブロック張 

150㎏／個未満 37 m2／日 

150㎏／個以上 770㎏／個以下 

（鉄筋・鋼線） 
90 m2／日 

150㎏／個以上 770㎏／個以下 

（連結金具） 
121 m2／日 

緑化ブロック積 
150㎏／個未満 12 m2／日 

150㎏／個以上 980㎏／個以下 22 m2／日 

胴込・裏込コンクリート 

間知･緑化ブロック 10 m3／日 

大型ブロック（バックホウ打設） 18 m3／日 

大型ブロック（クレーン車打設） 23 m3／日 

胴込・裏込材 
間知･平･連節･緑化ブロック 18 m3／日 

大型ブロック 44 m3／日 

遮水シート張 － 540 m2／日 

吸出し防止材（全面）設置 － 480 m2／日 

現場打基礎コンクリート打設 
基礎砕石有り 3.5 m3／日 

基礎砕石無し 4.2 m3／日 

現場打小口止コンクリート打設 － 2.4 m3／日 

現場打横帯（隔壁）コンクリート打設 － 2.5 m3／日 

現場打天端コンクリート打設 － 3.5 m3／日 

プレキャスト基礎ブロック設置 － 24 ｍ／日 

プレキャスト小口止ブロック設置 － 15 ｍ／日 

プレキャスト横帯（隔壁）ブロック設置 － 17 ｍ／日 

プレキャスト巻止ブロック設置 － 33 ｍ／日 

植樹 － 310 本／日 

（注）１．上表の作業日当り標準作業量には，次の作業を含む。 

・間知ブロック積，大型ブロック積，間知ブロック張，平ブロック張，連節ブロック

張：ブロック積(張)，裏込・胴込コンクリート，胴込・裏込材までの一連作業 

・緑化ブロック積：緑化ブロック積，胴込・裏込コンクリート，胴込・裏込材，客

土までの一連作業 

・植樹：植樹作業のみ 

２．ブロック積（張）は，胴込・裏込コンクリート，胴込・裏込材を施工しない場合も

上表による。 

３．緑化ブロック積は，胴込・裏込コンクリート，胴込・裏込材，客土を施工しない場

合も上表による。 
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工 種 名 設      定     内     容 

18.石積（張）工 ① 石積（張） 

積張の区分 工種の区分 石の種類 作業日当り標準作業量 

積工 練石 玉石，雑割石 19 m2／日 

張工 
練石 玉石，雑割石 31 m2／日 

空石 玉石 31 m2／日 

（注）石積（張）工は，裏込・胴込CO，裏込材を施工しない場合も上表による。 

 

② 胴込・裏込コンクリート 

積張の区分 作業日当り標準作業量 

積工 8.3 m3／日 

張工 9.1 m3／日 

 

③ 裏込材（クラッシャラン） 

積張の区分 作業日当り標準作業量 

積工 8.3 m3／日 

張工 11 m3／日 
 

19.平石張工 ① 平石張 

作業区分  平石の形状区分  作業日当り標準作業量 

舗装・床張り 
乱形 21 m2／日 

方形 28 m2／日 

階 段 
乱形 10 m2／日 

方形 18 m2／日 

壁 張 り 
乱形 13 m2／日 

方形 11 m2／日 
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工 種 名 設      定     内     容 

24. 補強盛土工 ① 壁面材組立・設置 

壁 面 材 種 類 作業日当り標準作業量 算出面積 

鋼製枠タイプ 59 m2／日 直面積 
 

② ジオテキスタイル敷設 

作業日当り標準作業量 120 m2／日 

（注）１．敷設面積には，壁面補強材の面積も含み，巻込み部の面積は含まないも

のとする。 

２．ジオテキスタイルの敷設面積の算出については，次式の通りとする。 

ジオテキスタイル敷設面積（m2）＝a1 ＋a2 ＋a3 … 

a1,a2,a3…：補強盛土工１段当り敷設面積（m2）（参考図参照） 
 

③ まき出し・敷均し，締固め 

作業日当り標準作業量 95 m3／日 

（注）１．上表は，補強盛土工１段当りのまき出し厚さ及び締固め回数に関係なく

適用出来る。 

２．水平排水材，層厚管理材の有無にかかわらず適用出来る。 
 

［参考図］補強盛土工標準断面図 
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工 種 名 設      定     内     容 

26.排水構造物工 ① ヒューム管 

（１）ヒューム管単体 

管    径（㎜） 
200 250 

300 350 

400 450 

500 600 

700   800 

900 1,000 

1,100 1,200 

1,350 

作業日当り標準作業量 

（ｍ／日） 
31 29 24 18 

（注）撤去の作業日当り標準作業量は，上表×２とする。 

 

（２）ヒューム管＋ヒューム管用巻きコンクリート 

管    径（㎜） 
200 250 

300 350 

400 450 

500 600 

700   800 

900 1,000 

1,100 1,200 

1,350 

作業日当り 

標準作業量 

（ｍ／日） 

90°巻き 15 11 8 5 

180°巻き 11 8 5 3 

360°巻き 7 4 2 － 

（注）１．上表（２）の作業日当り標準作業量には，次の作業が含まれている。 

・基礎材敷均し・転圧 

・ヒューム管設置 

・コンクリート打設・養生 

・型枠製作・設置，撤去 

・鉄筋加工・組立 

２．上表（２）の作業日当り標準作業量は，基礎砕石の有無にかかわらず適用

出来る。 

３．コンクリート養生は，散水，保温を問わず適用する。 

４．上表（２）の作業日当り標準作業量は，ヒューム管設置延長換算値であ

る。 

 

 

② ボックスカルバート 

（１）ボックスカルバート単体 

区  分 PC 鋼材を使用しない場合 

製 品 長 （ ｍ ） 1.0 1.5 2.0 

枠 番 号 ④ ⑤ ② ④ ⑤ ⑥ ① ②③ ④ 

作業日当り標準作業量 

（ｍ／日） 
8 5 10 7 7 5 20 17 12 

PC 鋼材による縦連結の場合 

1.5 2.0 

② ④ ⑤ ⑥ ① ②③ ④ 

5 4 4 3 15 11 8 

（注）撤去の作業日当り標準作業量は，上表×２とする。 
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工 種 名 設      定      内      容 

37.吸出し防止材設置工 ① 吸出し防止材設置 

作業日当り標準作業量 474 m2／日 
 

38.目地・止水板設置工 ① 目地板設置 

作業日当り標準作業量 9 m2／日 

 

② 止水板設置 

止水板の種類 塩ビ製 ゴム製 

作業日当り標準作業量 13 ｍ／日 9 ｍ／日 

 

③ シール材設置 

作業日当り標準作業量 10 ｍ／日 
 

39.旧橋撤去工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 高欄撤去 

作業日当り標準作業量 131 ｍ／日 

（注）１．作業日当り標準作業量とは高欄の実撤去延長である。 

２．作業日当り標準作業量は，高欄の切断から運搬車両への積込みまでであ

り，運搬については別途計上する。 

 

② アスファルト舗装版破砕・積込み 

作業日当り標準作業量 32 m3／日 

（注）上表の適用範囲の対象数量は，アスファルト舗装版のみの体積である。 

 

③ 床版１次破砕・撤去 

作業日当り標準作業量 18 m3／日 

（注）上表の適用範囲の対象数量は，床版の体積である。なお，コンクリート舗装

版及びコンクリート高欄（壁高欄含む）の場合についても対象数量に含む。 

 

④ 床版１次及び２次破砕・撤去 

作  業  名 作業日当り標準作業量 

１ 次 破 砕 18 m3／日 

２ 次 破 砕 127 m3／日 

（注）１．１次破砕の作業内容は，床版を分割し作業半径内の１次仮置場に仮置す

る，もしくは直接積込む作業である。 

２．２次破砕の作業内容は，１次破砕後の床版を，おおよそ 30 ㎝× 30 ㎝程

度までの破砕及び積込みである。 

 

⑤ 桁１次切断・撤去 

作業日当り標準作業量 26 ｔ／日 

（注）桁１次切断・撤去の作業は，桁材の撤去及び積込みである。 
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39.旧橋撤去工 ⑥ 桁１次及び２次切断・撤去 

作  業  名 作業日当り標準作業量 

桁 １ 次 切 断 ・ 撤 去 26 ｔ／日 

２ 次 切 断 37 ｔ／日 

（注）１．桁１次切断・撤去の作業は，桁材の撤去及び積込みである。 

２．２次切断の作業は，切断，積込みである。 

⑦ アスファルト塊運搬 

DID区間 
の有無 

運搬距離 
作業日当り 

標準作業量 

無し 

0.3km 以下 125 m3／日 

0.5km 以下 111 m3／日 

1.0km 以下 100 m3／日 

1.5km 以下 83 m3／日 

2.0km 以下 77 m3／日 

3.0km 以下 63 m3／日 

4.0km 以下 56 m3／日 

5.5km 以下 45 m3／日 

6.5km 以下 38 m3／日 

7.5km 以下 33 m3／日 

9.5km 以下 29 m3／日 

11.5km 以下 26 m3／日 

15.5km 以下 21 m3／日 

22.5km 以下 17 m3／日 

49.5km 以下 13 m3／日 

60.0km 以下 8 m3／日 

有り 

0.3km 以下 125 m3／日 

0.5km 以下 111 m3／日 

1.0km 以下 100 m3／日 

1.5km 以下 83 m3／日 

2.0km 以下 77 m3／日 

3.0km 以下 63 m3／日 

3.5km 以下 56 m3／日 

5.0km 以下 45 m3／日 

6.0km 以下 38 m3／日 

7.0km 以下 33 m3／日 

8.5km 以下 29 m3／日 

11.0km 以下 26 m3／日 

14.0km 以下 21 m3／日 

19.5km 以下 17 m3／日 

31.5km 以下 13 m3／日 

60.0km 以下 8 m3／日 
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